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２ 研究に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 
 

  ①小項目の分析 

 

  ○小項目 2-(1)-1「【目指すべき研究の水準】基礎的・基盤的研究成果を世界へ発

信する」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画１-１「083 基礎的・基盤的研究の継続性を維持し，独創的研究を育てる」に係

る状況 

 学長経費の中から各学部における基礎的・基盤的研究育成計画を推進するための

経費（中期計画実行経費）を毎年度配分し，下記資料 2-(1)-1-1 に示すように各部

局の特性に応じた継続性・発展性・萌芽性（独創性）を重視した研究支援を行った。

その成果について学長及び役員によるヒアリングを実施し，その結果に応じて中期

計画実行経費による支援を継続することにより，基礎的・基盤的研究の継続性を維

持するとともに，独創的研究の育成を図った。それらの研究成果は，各学部・研究

科の現況調査票「研究」で示すように英文論文として世界に発信した。 

 

 

   

  計画１-２「086 全ての分野に博士後期課程を設置することを目標にし，基礎的基盤

な研究の充実と後継者の育成を行う」に係る状況 

大学院総合研究科設置検討委員会を設置し，総合研究科構想について検討を重ね

た結果，社会のニーズに応える新しい大学院教育領域として「ヒューマンクオリテ

ィケア」及び「社会協働システム」の領域を医学系研究科博士課程及び工学系研究

科博士後期課程に加えて充実を図る骨格案を策定した。これに基づいて平成 17 年

度から工学系研究科博士後期課程及び医学系研究科博士課程に文系教員が専任教員

資料 2-(1)-1-1：中期計画実行経費による研究支援一覧 【出典：各学部の中期計画実行経費

報告書】 

部局名 
年度 
(平成)

支援経費 

千円 
研 究 支 援 内 容 等 

文化教

育学部 

16 40,209 教員養成機能強化に関わる重点的研究課題経費 

17 40,209 『境界を生きる文化』のアジアとヨーロッパの比較研究，他 7 件 

18 20,104 佐賀県学習状況調査の充実と授業改善研究，他 5 件 

19 20,104 学部・付属連携・交流教育の確立に関する研究，他 13 件 

経済 

16 18,116 「法化社会」における権利の動態の研究，他 15 件 

17 18,116 経済再生のための総合的政策の研究，他 7 件 

18 9,058 「法化社会」における権利の動態についての研究，他６件 

19 9,058 佐賀県内 7 市における中心市街地再生方策の比較研究，他６件 

医学部 

16 60,000 新規アポトーシス関連分子 NK4 の機能解析，他 49 件 

17 50,000 癌化のエピジェネティック分子機構の解明，他48件 

18 30,000 脂肪細胞特異的蛋白質アディポネクチンによる病原体認識機構，他 26 件 

19 37,600 胆道癌に対する切除後補助化学療法の合理的選択の確立，他 40 件 

理工学

部 

16 110,175 工学系研究科博士課程後期の教育･研究の活性化と先端研究助成経費，他 38 件 

17 83,423 次世代インターラクティブロボットの研究，他 38 件 

18 36,088 大学院教育研究体制の充実と支援研究，他 6 件 

19 36,088 21 世紀に対応する数学の教育と研究，他 6 件 

農学部 

16 26,000 循環型社会へ向けた食料生産・加工・消費システムの研究・開発 

17 26,000 循環型社会へ向けた食料生産・加工・消費システムの研究・開発 

18 13,000 循環型社会へ向けた食料生産･加工・消費システム研究･開発 

19 13,000 循環型社会へ向けた食料生産･加工・消費システム研究･開発 
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として参画し（資料 2-(1)-1-2[1]），医文理融合教育研究組織の基盤整備を進め

るとともに，その領域に大学院生を受け入れ，後継者の育成を行っている（資料

2-(1)-1-2[2]）。また，この取組の発展として，平成 20 年度から医学系研究科博

士課程の 3 専攻を 1 専攻（医科学専攻）に改組し，総合支援医科学コースを整備し

た（資料 2-(1)-1-2[3]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(1)-1-2[1]：工学系研究科博士後期課程及び医学系研究科博士課程に参画した文系
教員一覧（平成 19 年度 5 月 1 日現在）【出典：研究科教員組織資料より抜粋】 

工学系研究科博士後期課程 

専攻名 専任教員 職位 専門分野 担当授業科目 
研 究 指 導

学生数 

シ ス テ ム 生 産

科学専攻 
飯盛信男 教授 サービス産業論 

地域産業政策特論 
３ 

同上 
ﾗﾀﾅｰﾔｶ・

ﾋﾟﾔﾀﾞｰｻ 
教授 国際経済論 

途上国開発特論 
２ 

同上 山下寿文 教授 会計学 ベンチャー会計特論 ２ 

同上 岩永忠康 教授 流通システム マーケッテング特論 ３ 

同上 田中豊治 教授 社会学 地域社会学特論 ３ 

同上 木戸田力 教授 会計学 産業会計測定特論  ３ 

同上 楊枝嗣朗 教授 サービス産業論 金融論特論 ２ 

同上 張本 燦 教授 環境法 環境法学特論 ２ 

同上 米倉 茂 教授 金融学・証券学 国際金融特論 ２ 

医学系研究科博士課程 

生態系専攻 木村靖夫 教授 運動生理学 健康スポーツ学特論 １ 

生態系専攻 北川慶子 教授 老年社会科学 社会生活行動支援 １ 

生態系専攻 久野建夫 准教授 特別支援教育、医学 〃，臨床遺伝学，周産期医学  

生態系専攻 水沼俊美 教授 栄養学・食物学 食環境・環境栄養学特論  

生態系専攻 小西史子 准教授 栄養学・食物学 〃  

生体制御系専攻 池田行伸 教授 行動心理学 健康行動科学，認知神経心理学  

 
資料 2-(1)-1-2[2]：工学系研究科 文系教員指導博士論文リスト【出典：学位論文審査資料】 

年度 専攻 論文タイトル 指導教員名 

18* 
シ ス テ ム 生 産 科
学専攻 

顧客満足対応のマーケティング戦略 岩永忠康 

19 

同上 家具製造工業振興戦略 飯盛信男 

同上 
会計情報の伝達行為からの企業会計システムの考察―語用論

的考察を中心としてー 
木戸田力 

同上 現代流通における競争構造と展開 岩永忠康 

*：早期終了   

注：医学系研究科は 4 年課程のため，未だ該当修了者はいない。 

資料 2-(1)-1-2[3]：医学系研究科博士課程 履修コース【出典：平成 20 年度学習要項より抜粋】 
 
２．各コースの目的 

医学・医療の専門分野において，社会の要請に応えうる多様な研究者および高度専門職者を育成するために，

次の３つのコースが設定されています。その１つを選択し，それぞれの目的と専門性に応じた履修カリキュラム

（コースワーク）を学生ごとに設計し，履修していくことになっています。 

〔基礎医学コース〕 

医学・生命科学等の領域で自立した研究者・指導者として活躍する人材を育成することを目的とし，そのため

の幅広い専門的知識と研究に必要な技術や実験デザインなどの研究遂行能力を修得します。 

〔臨床医学コース〕 

研究マインドを備えた臨床医学等の高度専門職者を育成することを目的とし，病態学，診断・治療学，手術技

法，統計解析など臨床医学や社会医学の高度な専門的知識・技能・態度ならびに主として患者を対象とする臨床

研究の遂行能力を修得します。  

〔総合支援医科学コース〕 

総合的ケアなど医療関連の研究・実践能力を備え，包括医療のなかで活躍する高度専門職者を育成することを

目的とし，そのための幅広い専門的知識と技術ならびに研究・実践デザインなどの研究・実践遂行能力を修得し

ます。 
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  計画１-３「093 教育研究評議会は，各々の研究科，学内共同教育研究施設，研究グ

ループの研究内容の特性を考慮の上，研究水準の妥当性を審議するとともに，研

究成果の質と量を検証する」に係る状況 

教育研究評議会研究推進部会において，学部・研究科等ごとの研究の水準・成

果の検証基準を文系と理系領域別に整理し，その特性を考慮の上，各部局等で分

析した研究成果の質と量について検証し，現況調査表としてまとめた（資料 2-

(1)-1-3[1][2]：各学部・研究科の現況調査表「研究」）。理系の学部・研究科

等では，研究成果の多くが国際誌に英文で発表されており，【目指すべき研究の

水準：研究成果を世界へ発信する】の目標に適う水準であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(1)-1-3-[1]：研究成果の質と量の検証【出典：各学部・研究科の現況調査表「研究」】

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

分析項目の水準及びその判断理由 

（文化教育学部・教育学研究科） 

（水準） 

期待される水準を上回る 

（判断理由） 

研究目的に添った研究を推進するための委員会並びに研究成果を公表するための組織、規程等

も整えられており、研究体制は構築されている。また、研究費が実績に応じて配分されるシステ

ムが構築されており、研究活動を促進する体制が整えられている。 

 本学部では、平成 17 年６月に教員の活動報告書を作成し、これ以後評価委員会を中心に研究

の集約、公表のあり方を検討しながら問題点を改善する取り組みを続けている。 

 各教員がそれぞれの研究領域の公表様式で研究成果を公表している。また、佐賀県教育界やそ

の他の国内外の研究機関との共同研究、芸術活動も活発に行われており各種展覧会での受賞もあ

る。さらに、学外団体との共同研究・開発など、多領域に亘り、外部評価の高い研究活動を行っ

ており、社会的貢献も大きい。 

（経済学部・経済学研究科） 

（水準） 

 本学部及び本研究科の研究活動の状況は、期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

①  研究活動の成果としての著書・論文を多数公表しており、学会活動も活発である。 

②  アジア地域の研究者と共同研究を行い、その成果を公表することにより国際的な研究協力

を進めている。 

③  地域経済研究センターを中心として、地域社会の抱える政策課題について調査研究を進め

ており、地域社会に貢献している。 

（医学部・医学系研究科） 

（水準） 

期待される水準にある 

（判断理由） 

発表論文数、ならびに学会発表数は、本学の教員・学生等の数的規模を勘案すると、良好な研

究活動状況を示しており、本学で学ぶ学部学生・大学院生の期待（研究活動を反映した教育研究

指導の実施、卒後・修了後の継続的支援）、各研究分野の研究者及び学会等の期待（医学・看護

学・医療の発展、研究成果の発信による各研究分野の発展）、国及びその社会の期待（国立大学

としての研究活動の推進）等に十分に応えている。 

文部科学省科学研究費補助金の申請率は 90％前後で活発な研究活動状況を示しており、研究

資金の獲得状況については、文部科学省科学研究費に加えて、多くの民間を含めた外部資金を獲

得しており，本学の教職員の期待（研究の推進と研究組織体制の構築）に十分応えている。 

相当数の共同研究、受託研究および寄附講座の受け入れを行っており、これらは、研究者の期

待（共同研究による研究の発展）、地域とその社会の期待（地域行政機関や医療・保健機関及び

企業との共同研究・受託研究の推進、地域包括医療並びに健康生活と福祉の向上）、国及びその

社会の期待（行政機関や企業等との共同研究・受託研究の推進）に応えるものである。中でも寄

附講座の受け入れ（4 年間で 4 件）は，本学に寄せる社会の期待の大きさと，それに応える優れ

た研究活動状況を示すもので，社会の期待を上回っている。 

以上のように、研究活動の状況は良好であり，想定するすべての関係者の期待に応え，或いは

それを上回る状況であると判断する。 
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資料 2-(1)-1-3-[2]：：研究成果の質と量の検証【出典：各学部・研究科の現況調査表「研

究」】 

分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

分析項目の水準及びその判断理由 

（文化教育学部・教育学研究科） 

(水準) 

期待される水準にあると判断される。 

(判断理由) 

文化教育学部・教育学研究科の研究範囲は非常に広く、教員養成系と総合学術系を網羅した研

究が行われている。各教員は、学部の研究目的に合致した研究を積極的に行っている。さらに研

究成果の多くは国内外で認められた論文集等に掲載されており、卓越した研究成果や新しい研究

分野を切り開いた研究、政府の関係委員会から要請された研究等が含まれる。なお、本学部の約

20％に当たる教員（23 件）の研究が優れた研究業績として選定されており、研究レベルの高さ

を裏付ける。 

（経済学部・経済学研究科） 

（水準） 

 本学部及び本研究科の研究活動の状況は、期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

地域社会、アジア地域との共同研究及び理論並びに政策研究活動の成果としての著書・論文が

学会等により高く評価されている。活動も活発である。 

 

（医学部・医学系研究科） 

（水準） 

期待される水準にある 

（判断理由） 

医学部・医学系研究科の研究に関する方向性は、 

(1)医学・看護学・医療科学の分野における基礎的・基盤的及び応用研究の発展 

(2)地域医療の向上に関する研究（生命・バイオ、がん、アレルギー、生活習慣病、地域医療科

学）である。これらの方向性のほぼすべての項目について、当該分野において学術的に「卓越

した水準」、および「優秀な水準」の研究論文を多数発表し、優れた研究成果を挙げている。

また、社会、経済、文化面においても論文数は少ないが「優秀な貢献」となる研究成果を挙げ

ており，看護学の分野においては、「卓越した」あるいは「優秀な」研究成果を挙げるに至っ

ていないが、基礎的・基盤的及び応用研究の方向において，良好な研究成果を挙げている。 

以上のことから、研究成果については関係者の期待に十分応えていることから「期待される

水準にある」と判断した。 

続き 

（理工学部・工学系研究科） 

（水準） 

理工学部・工学系研究科の研究活動の状況は期待される水準にあると判断される。 

（判断理由） 

理工学部・工学系研究科の 1 人当りの論文・著書等の研究業績は、年平均 4.07 件となってお

り、十分な水準にあると判断される。また、共同研究・受託研究は、数学や物理学など、共同研

究や受託研究に不向きの分野が含まれているにもかかわらず、1 人当り年平均 0.36 件が実施さ

れている。理工学部・工学系研究科の一般運営交付金は、年平均 364，639 千円である。したが

って、研究資金（運営交付金＋外部資金）に占める外部資金の割合は約 50％となり、かなりの

高水準にある。 

理工学部・工学系研究科においては、整備された研究体制・研究環境の下、教員の活発な研究

活動によって外部資金が獲得され、質の高い多くの研究成果が生み出されている。これらの研究

成果は、共同研究や受託研究を通して企業等に対する社会貢献となっている。また学部や大学院

における教育の質の向上にも反映されており、想定する関係者の期待に十分応えている。 

（農学部・農学研究科） 

（水準） 

期待される水準にある。 

（判断理由） 

 研究目的に沿って活発な研究を行っており，数多くの論文等を質の高い学会誌等に発表してい

る。地方公共団体や企業等との受託研究，共同研究を活発に行っており，それらの成果も一部は

実用化されている。  
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b）「小項目 2-(1)-１」の達成状況 

（達成状況の判断）  目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 計画１-１の取組により，基礎的・基盤的研究の継続性が維持され，独創的な研

究の育成とともに，それらの研究成果を世界へ発信することに結びついている。ま

た，計画１-２では，大学院博士課程において，新たな教育研究領域の創生に向け

た基盤的教育研究体制の整備・充実と後継者の育成が進むなど，計画１-３による

検証結果から「これらの研究成果を世界に向けて発信する」目標に向けて，おおむ

ね良好な達成状況といえる。 

 

○小項目 2-(1)-2「【目指すべき研究の水準】地域・社会からの要請に応える分野に

ついて共同研究を推進し，実用化に結びつく成果を目指す」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画２-１「084 地域に密着した研究に取り組む」に係る状況 

 佐賀大学 TLO，知的財産管理室及び科学技術共同開発センターを統合した産学官

連携推進機構を設置して一元化した窓口により地域の要望を汲み上げる体制を整え

た（資料 2-(1)-2-1 [1,2]）。その結果，地方自治体や企業との共同研究・受託研

究が年々増加した（資料 2-(1)-2-1[3]）。こうした取組の代表例には，自治体と

の共同研究として有明海総合研究プロジェクト，低平地研究などがあり，企業との

共同研究としては，循環型社会へ向けた食料生産・加工・消費システムの開発，地

域医療科学等があり，実 用化に結びつく成果が上がっている（資料 2-(1)-2-

1[4]）。 

 

続き 

（理工学部・工学系研究科） 

（水準） 

理工学部・工学系研究科の研究成果の状況は期待される水準にあると判断される。 

（判断理由） 

理工学部・工学系研究科の基本理念、研究目的に即した研究が活発に行なわれており、国内お

よび国外の学会から論文賞を受賞した卓越した研究業績やインパクトファクタの高い学術雑誌に

掲載された優れた研究業績があること、研究成果や特許などが実用化に至っている研究業績があ

ること、また理学と工学の融合領域において優れた研究業績があることなどから、「達成しよう

とする基本的な成果」を満足しており、想定される関係者の期待に十分応えている。 

（農学部・農学研究科） 

（水準）  

期待される水準にある。 

（判断理由） 

 農学部・農学研究科の研究目的に沿って活発に研究が行われており，研究成果の多くが国内外

の評価の高い学術雑誌に発表されている。これらの研究成果により，16 年度，日本園芸学会奨

励賞，日本食品保蔵学会賞，日本ペプチド学会奨励賞，九州農業経済学会賞，日本農芸化学会西

日本支部奨励賞を，17 年度には，日本栄養・食糧学会賞，日本応用動物昆虫学会賞を受賞して

いる。 

 若手教員を中心に質の高い論文を執筆しており，また，国内外で学会発表を行い，論文賞やポ

スター等を受賞しており，その研究内容は高く評価されている。また、研究成果の実用化に向け

た特許出願，商標登録も行われ，中でもアイスプラントの栽培・利用法の開発は佐賀大学発ブラ

ンド野菜の販売へとつながり，技術開発に関わった学生が大学発ベンチャー「農研堂」を設立し

たことは，関係者から高い評価を得ており，地域の要望に応えている。 
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資料 2-(1)-2-1[2]：産学官連携推進機構相関図【出典：産学官連携推進機構ホームページ  
   http://www.alis.saga-u.ac.jp/】 

資料 2-(1)-2-1[1]：産学官連携推進機構ホームページ【出典：産学官連携推進機構ホームペ
ージ http://www.alis.saga-u.ac.jp/】 
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資料 2-(1)-2-1[3]：年度別共同研究・受託研究数【出典：外部資金受入状況調】  
共同研究 区 分 別 件 数 受け入れ総額  

(千円) 年度 総件数 自治体等 企業 その他 

16 55 7 46 2 98,893 

17 71 5 62 4 86,623 

18 71 4 66 1 145,606 

19 82 7 74 1 105,415 

受託研究 区 分 別 件 数 受け入れ金額 
 (千円) 年度 受託研究 自治体等 企業 その他 

16 188 46 140 2 326,687 

17 210 56 152 2 323,697 

18 244 61 180 3 271,828 

19 265 69 188 8 322,988 

資料 2-(1)-2-1[4]：実用化に結びついた成果例 
年度 成 果 出 典 

18 フェースギヤ歯面をもつ部材の製造方法 『佐賀大学シーズ集』p.1 

18 バラフの商品化 『佐賀大学シーズ集』p.93 

18 高周波酸素プラズマ滅菌装置 『佐賀大学シーズ集』p.104 

19 姿勢補助椅子 『佐賀大学シーズ集』p.13 
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  計画２-２「085 目指すべき研究の方向性を教育研究評議会で検討し，重点研を推進す

る」に係る状況 

教育研究評議会に研究推進部会を設置し，重点研究の方向性を，海洋エネルギー，

シンクロトロン，低平地，海浜台地，有明海，環境，情報技術，生命・バイオ，地

域医療科学，生活習慣病，地域経済，アジア社会，地域文化・歴史等に定め，下記

資料 2-(1)-2-2 のプロジェクトに経費を重点配分し，研究を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(1)-2-2：重点研究領域の研究費支援【出典：年度予算書に対する決算書】 

重点研
究領域 

プロジェクト名 経費区分 
年度・経費額（千円） 

16 17 18 19 

海洋エ
ネルギ
ー 

・海洋エネルギーの先導的利用科学技
術の推進(21 世紀 COE プログラム推
進・強化) 

大学改革推進経費 13,680 - - - 

・全国共同利用 海洋エネルギー研究
センターの新設と実証研究の推進 特別教育研究経費 - 55,800 54,000 58,679

・海洋エネルギーの先導的利用科学技
術における基盤的研究 

一般運営経費 67,542 66,747 63,702 52,222

シンク
ロトロ
ン 

・佐賀上海国際共同シンクロトロン利
用研究 

大学改革推進経費 4,560 - - - 

・シンクロトロン光を利用した佐賀県
との一体化による先導的工学的基盤
研究 

特別教育研究経費 - 33,950 32,000 27,166

・シンクロトロン光利用のための最先
端技術・装置などの開発研究（基盤
的研究） 

一般運営経費 48,878 46,859 44,002 43,381

有明海 
・有明海総合研究 大学改革推進経費 21,771 11,074 - - 

・有明海総合研究プロジェクト 特別教育研究経費 - 217,149 106,700 108,665

低平
地・湾
海研究 

・低平地と湾海環境に関する研究の推
進等 大学改革推進経費 2,214 3,420 - - 

・低平地・湾海環境における基盤的研
究 一般運営経費 12,420 14,431 14,204 13,083

海浜台
地 

・「海藻の森」研究プロジェクト 大学改革推進経費 3,192 1,622 - - 

・キチン・キトサンの有機肥料として
の利用開発 

大学改革推進経費 - 1,323 - - 

・玄界灘沿岸台地と浅海域の生物環境
の相互作用に関する基盤的研究 

一般運営経費 24,836 19,169 13,824 15,921

環境 

・廃棄物の無害化・再資源化システム
の構築に関する研究 

大学改革推進経費 - 7,908 6,400 - 

・資源循環システムの開発－廃棄物の
無害化・再資源化－ 特別教育研究経費 - - - 10,867

情報技
術 

・大学の教育研究を充実させるための
情報基盤の構築・運用技術における
基盤的研究 

一般運営経費 254,699 64,907 65,615 64,847

生命・
バイオ 

・ 循 環 型 社 会 に 向 け た 食 糧 生 産 ・ 加
工・消費システムの研究・開発 

中期計画実行経費 26,000 26,000 13,000 13,000

・和式生活に対応した人工関節の開発 大学改革推進経費 - 4,000 - - 

地域医
療科学 

・佐賀地域健康福祉推進総合研究支援
事業 

大学改革推進経費 7,600 - - - 

・高齢者・障害者（児）の生活行動支
援に関する学部間連携教育システム
の開発 

特別教育研究経費 - 66,836 14,650 12,736

・「災害弱者」のための地域安全総合
研究 

教 育 ・研 究 プロ ジ
ェクト経費 

- - - 6,000 

・先端医療福祉システムの研究プロジ
ェクト 

教 育 ・研 究 プロ ジ
ェクト経費 

- - - 8,000 

生活習
慣病 

・健康長寿社会の構築を目指した医食
同源の科学的解明 

大学改革推進経費 - 10,000 8,000 - 

・同 上 
教 育 ・研 究 プロ ジ
ェクト経費 

- - - 8,000 

地域経
済アジ
ア社会 

・佐賀大学国際協働プロジェクト 大学改革推進経費 7,600 - - - 
・アジア社会における地域社会活性化
政策に関する国際比較研究 大学改革推進経費 - 8,000 - - 

・２１世紀型アジア・コミュニティの
創造に関する理論的・実証的・政策
的国際比較研究 

大学改革推進経費 - - 6,400 - 

地域文
化・歴
史等 

・文系基礎学研究／地域学歴史文化研
究センターの設立 

大学改革推進経費 7,600 12,998 - - 

・地域学における基盤的研究 中期計画実行経費 - - 15,000 -

・同 上 一般運営経費 - - - 11,967
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  計画２-３「087 地域及び産業界との連携を強化し，社会の要請に応える特色ある研

究を推進する。（海洋エネルギー，シンクロトロン，低平地，海浜台地，有明海，

環境，情報技術，生命・バイオ，地域医療科学，生活習慣病，地域経済等）」に係

る状況 

本学が推進する重点研究領域において，それぞれ社会の要請に応える特色ある研

究を推進し，下記資料 2-(1)-2-3 で示すように，実用化に結びつけるなど地域の期

待に応える成果があがっている。特に，①海洋エネルギー利用，②シンクロトロン

光利用，③廃棄物の無害化・再資源化システムでは特許に結びつく成果をあげ，④

有明海総合プロジェクト，⑤低平地・湾海環境研究，⑥海浜台地と浅海域の生物環

境，⑦地域医療科学，⑧地域文化・歴史などでは，佐賀の地域に密着した研究に成

果があがっている。 
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資料 2-(1)-2-3：地域の要請に応える重点研究分野（プロジェクト）の成果 
 

重点的に取り組んだプロジェクト 

「重点的に取り組む領域説明書 
（Ⅲ表）」 

実用化に結びつけるなど，地

域の期待に応える成果 
出典：関連報告書等 

海 洋 エネ ルギ ーの 先 導的 利用 科学 技

術の構築 
（整理番号：７９－０１） 

・特許番号第 3926571（固体の

温度伝導率等測定方法および
装置) 

・淡水化装置の開発 

・『佐賀大学シーズ集』39p 

・『海洋エネルギーの先導的利用科学
技術の構築成果報告書平成 14 年度 -

平成 18 年度』p.212 

シ ン クロ トロ ン光 利 用の ため の最 先
端技術・装置などの開発研究 

（整理番号：７９－０２） 

・特許番号第 2007-256110（半

導体装置及びその製造方法）

・『佐賀大学シーズ集』69p 

・ Activity Report, Synclotron 
Light Application, Saga 

University 

低平地・湾海環境研究 

（整理番号：７９－０３） 

・アゲマキ養殖場再生 

・ 吸 着 剤 と し て の ゼ オ ラ イ ト

発泡ガラスの利用 

・ 雑誌「 低平地 研究」 No.15 , p.31, 

37 

玄 界 灘沿 岸台 地と 浅 海域 の生 物環 境

の相互作用に関する研究 
（整理番号：７９－０４） 

・ 海 洋 資 源 キ チ ン ・ キ ト サ ン

の農業利用 
・ 海 藻 か ら 抽 出 し た 成 分 の 医

薬品・化粧品の開発利用 

・海浜台地生物環境研究センター機関

誌「Coastal Bioenvironment」

Vol.5,p15(2005) 
・Ⅳ表研究業績説明書 

業績番号 79-0４ -2001 

有明海総合研究プロジェクト 

（整理番号：７９－０５） 

・ 貧 酸 素 水 塊 の 発 生 メ カ ニ ズ

ムの解明 

・覆砂効果の実証 

・ ビ ブ リ オ バ ル ニ フ ィ カ ス の

発症に関する医療機関のネッ
トワ－クを構築 

・『佐賀大学有明海総合研究プロジェ

ク ト 成 果 報 告 集 』 Vol.1 (2006) ，

Vol.2 (2007) p.1 

・『佐賀大学シーズ集』34p. 

廃 棄 物の 無害 化・ 再 資源 化シ ステ ム

の構築に関する研究 

（整理番号：７９－０６） 

・ 特 願 2007-129361（ 加 熱 処

理装置） 

・『佐賀大学シーズ集』38p 

・『廃棄物の無害化・再資源化システ

ムの構築に関する研究 平成 18 年度

研究報告書』 

大 学 の教 育研 究を 充 実さ せる ため の
情報基盤の構築・運用技術 

（整理番号：７９－０７） 

・ 認 証 ネ ッ ト ワ ー ク 技 術 の開

発と運用 

・Ⅳ表研究業績説明書 

業績番号 79-07-2001 

生命・バイオ 

（整理番号：７９－０８） 

・ 疾 病 の 予 防 ・ 治 療 開 発 が期

待される研究成果 

・Ⅳ表研究業績説明書， 

業績番号 79-08-2011 

循 環 型 社 会 へ 向 け た 食 料 生 産 ・ 加

工・消費システムの研究・開発 

（整理番号：７９－０９） 

・ バ ラ フ （ ア イ ス プ ラ ン ト）

の商品化 

・Ⅳ表研究業績説明書， 

業績番号 79-09-2007 

地域医療科学 
（整理番号：７９－１０） 

・ ｲﾝﾌﾙ ｴﾝｻ ﾞﾜｸ ﾁﾝ効果につ いて
の地域居住調査 

・Ⅳ表研究業績説明書， 
業績番号 79-10-2003 

災害弱者のための地域安全総合研究 

（整理番号：７９－１１） 

・ 介 護 保 険 老 人 福 祉 施 設 にお

ける自然災害に対する備えの

実態調査 

・平成 19 年度からの実施で進行中 

先端医療福祉システム 
（整理番号：７９－１２） 

・ 人 工 股 関 節 の 開 発 と 置 換手
術件数日本一 

・『股関節便り』10 号（ H17.1） 
・『股関節便り』22 号（ H20.1） 

健 康 長寿 社会 の構 築 をめ ざし た医 食

同源の科学的解明 

（整理番号：７９－１３） 

・ 共 役 リ ノ ー ル 酸 の 高 血 圧抑

制作用を発見 

・ 肥 満 ・ 糖 尿 病 ・ 動 脈 硬 化等
の生活習慣病の改善予防 

・Ⅳ表研究業績説明書， 

業績番号 79-13-2003 

・『佐賀大学シーズ集』34p. 

生活習慣病 
（整理番号：７９－１４） 

・ 虚 血 性 心 疾 患 治 療 の 発 展に
貢献する研究成果 

・Ⅳ表研究業績説明書， 
業績番号 79-14-2001 

ア ジ ア社 会に おけ る 地域 社会 活性 化
政策に関する比較研究 

（整理番号：７９－１５） 

・ 「 ア ジ ア ― 九 州 ・ Ｓ Ａ Ｇ
Ａ」の視点から地域社会活性

化を提言 

・『労働力移動がアジア諸国の経済社

会 発 展に 及ぼ す影 響に 関す る「 国際

教育・研究交流」事業』 

医 文 理協 力型 の佐 賀 学シ ステ ムの 開
発 

（整理番号：７９－１６） 

・ 佐 賀 大 学 地 域 学 歴 史 文 化 研

究センターによる図録資料集
等を刊行 

・ 小 城 市 教 育 委 員 会 と 共 催 で

展示会及び講演会を開催 

・『小城鍋島藩と島原の乱－小城鍋島

文庫に見る－』 

・『小城鍋島家の近代』 

・『成立期の佐賀藩と藩主たち』 

・『海外交流と小城の洋学―小城鍋島

文庫にみる―』 

・『小城鍋島文庫目録近代文書編』  

・『市場直次郎コレクション目録』 
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b）「小項目 2-(1)-2」の達成状況 

（達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である 

（判断理由） 

    計画２-１は，地域・社会との連携を深め，その要請に応えるために設置した産

学官連携推進機構をとおして活発なリエゾン活動がなされており，共同研究・受託

研究件数の増加や特許の社会への還元など，優れた成果をあげている。また，計画

２-２，計画２-３により，地域に特有な分野を本学の重点的研究に設定し，重点的

経費配分による研究推進の結果，各プロジェクトが共同研究等をとおして地域社会

に応える優れた成果をあげている。 

 

 

  ○小項目 2-(1)-3「【目指すべき研究の水準】独創的研究，重点プロジェクト研究を

推進し，地域及び世界の拠点形成ができる研究水準を目指す」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画３-１「085 目指すべき研究の方向性を教育研究評議会で検討し，重点研究を

推進する」に係る状況 

計画２-２に同じ。教育研究評議会の研究推進部会において重点研究の方向性を

検討し，重点研究を推進した（上記資料 2-2・2-3）。その成果として，下記資料

2-(1)-3-1 で示すように地域あるいは世界の研究拠点としての活動ならびに研究成

果をあげ，特に海洋エネルギー研究センターが平成 19 年度から全国共同利用施設

になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(1)-3-1：重点研究分野（プロジェクト）による拠点形成の成果 

重点的に取り組んだプロジェクト 

「重点的に取り組む領域説明書 
（Ⅲ表）」 

拠点形成に結びついた成果 出典：関連報告書等 

海 洋 エネ ルギ ーの 先 導的 利用 科学 技

術の構築 

（整理番号：７９－０１） 

・平成 19 年度から海洋エネルギー

センターを全国共同利用施設化 

・平成 19 年度概算要求の関わる

ヒ ア リ ン グ 結 果 に つ い て （ 文 部

科学省研究振興局 H18.9.1） 

シ ン クロ トロ ン光 利 用の ため の最 先

端技術・装置などの開発研究 
（整理番号：７９－０２） 

・ 佐賀大 学を軸 とし たシン クロト

ロン光利用に関する大学間連携の

推進 

・ 毎年度 国際シ ンポ ジュウ ムを開

催 

・資料 3-(1)-11-1 [2](P264) 

低平地・湾海環境研究 

（整理番号：７９－０３） 

・国際会議 IALT(International 
Association of Lowland 

Technology)を継続的に開催 

・産学官低平地研究会の継続 

・資料 3-(1)-11-1 [2] (P264) 

有明海総合研究プロジェクト 

（整理番号：７９－０５） 

・有明海再生機構との連携 
・ 環境省 有明海 八代 海調査 研究マ

スタープラン作成 

・『佐賀大学有明海総合研究プロ

ジ ェ ク ト 成 果 報 告 集 』 Vol.1 

(2006)， Vol.2 (2007)  

循 環 型 社 会 へ 向 け た 食 料 生 産 ・ 加

工・消費システムの研究・開発 
（整理番号：７９－０９） 

・ バラフ（ アイスプ ラント） の商
品化 

・Ⅳ表研究業績説明書， 
業績番号 79-09-2007 

先端医療福祉システム 
（整理番号：７９－１２） 

・ 寄附講座 「人工関 節学講座 」の

設置による股関治療・研究の拠点
化 

・『股関節便り』10 号（ H17.1） 
・『股関節便り』22 号（ H20.1） 

健 康 長寿 社会 の構 築 をめ ざし た医 食

同源の科学的解明 
（整理番号：７９－１３） 

・ 台湾韓国 日本の研 究者によ る医

食同源国際会議を開催し、拠点形
成の基盤形成。 

・佐賀大学医食同源プロジェクト

合同後援会 H19.4.14 

ア ジ ア社 会に おけ る 地域 社会 活性 化

政策に関する比較研究 
（整理番号：７９－１５） 

・日中韓合同セミナーの充実強化 ・資料 3-(1)-11-1 [2] (P264) 

医 文 理協 力型 の佐 賀 学シ ステ ムの 開

発 

（整理番号：７９－１６） 

・ 佐賀 大学 地域 学歴 史文 化研究 セ

ンターの設立 
・資料 3-(1)-5－ 4[1,2] (P246) 
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  計画３-２「088 世界各地（特に，アジア地域）の大学及び研究機関との国際協

力・国際共同研究を促進する」に係る状況 

    本学が拠点となって，アジア地域の大学及び研究機関との国際協力・国際共同

研究を推進し，下表のようにアジアにおける知的拠点形成の成果が上がった。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

b）「小項目 2-(1)-3」の達成状況 

（達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

（判断理由) 

計画３-１で教育研究評議会において重点研究として設定した多くの研究プロジェ

クトで，地域あるいは世界の研究拠点形成に結びつく取組をおこなっており，成果を

あげている。特に海洋エネルギーセンターは全国共同利用の研究拠点として認められ

た。また，計画３-２により世界各地の研究機関との国際共同研究をリードしている

ことから，「地域及び世界の拠点形成ができる研究水準」の目標達成状況は良好と判

断する。 

 

 

○小項目 2-(1)-4「【成果の社会への還元等に関する基本方針】研究成果の論文，著

作，研究発表，講演，特許及び作品等の知的財産の創出を促し，保護，管理し，

活用するために広く国内外に公表する」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画４-１「089 研究成果等の知的財産を管理し，データベース化して公開する」に

係る状況 

本学の博士論文，紀要論文，貴重書，植物遺伝資源情報等を学外に発信する電

子図書館システム及び機関リポジトリシステムを構築し公開した(資料 2-(1)-4-

1[1])。 

技術・発明等に係る知的財産については，平成 16 年度に知的財産管理室を設置

して知的財産の一元管理のための法的整備を行い，その後，平成 18 年度に科学技

術共同開発センター，知的財産管理室，佐賀大学 TLO を統合して産学官連携推進機

構を発足させた。この体制の下に，本学の固有の技術の発掘活動をしながら,本学

が保有する特許，教員の研究テーマ等をデータベース化し,知的財産登録及び発明

の届出様式と合わせてホームページに掲載して活用を図った (資料 2-(1)-4-

1[2,3])。 

資料 2-(1)-3-2：国際協力・国際共同研究成果報告書等 
共同研究先 タ イ ト ル 部 局 

韓国 

（安東大学） 

International Partnersip Program between Saga 

 Uiversity and Andong National University, Korea 
理工学部 

韓国 

(釜山大学） 
機能物質化学「Joint Meeting on Chemistry」 理工学部 

韓国 

(テグ大学） 
機能物質化学「Joint Seminar」 理工学部 

中 国 ， オ ラ ン ダ ，

イ ンド ， タ イ ， カ ナ

ダ等  

The Official Journal of IALT(International 

 Association of Lowland Technology) 
低平地研究センター 

中国 『中国における国際化への課題』経済 山下寿文編集代表 経済学部 

インド，パラオ等  

『 海洋 エネル ギー の先導 的利 用科学 技術 の構築 成果 報告書 

平成 14 年度-平成 18 年度（文部科学省 21 世紀 COE プログ

ラム）』 活動報告 

海洋エネルギー研究セ

ンター 

アジア諸国 
佐 賀 大学 国際 協 働プ ロジ ェク ト活 動 報告 書  2004， 2005，

2006 

文化教育学部・経済学

部 
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資料 2-(1)-4-1[1]：機関リポジトリホームページ 

資料 2-(1)-4-1[2]：教員の研究テーマ等
のデータベース検索ページ 
 

 

資料 2-(1)4-1［ 3］教員研究テーマ等のデータ

ベース検索結果ページ 

職

教授 

研究分野

熱帯作物改良学、光合成 

パインアップル、アイスプラント、ベンケイソ
ウ、サトウキビ、マングローブ等の熱帯植物の
利用・栽培・改良について相談に応じます。基
本的には光合成に関する研究を行っておりま
すので、植物と環境の関係、さらには京都議
定書に係わるCDM事業に関する相談にも応じ
ます。授業科目は、熱帯農業論、熱帯有用植
物学、熱帯植物資源論、高等植物の光合成、
等を担当しております。 

研究領域

バイオテクノロジー環境・生活

農林・水産　食品

代謝制御 

光合成　CAM　C4　炭素代謝　ガス交換　蔗
糖　アイスプラント　サトウキビ　パインアップ
ル　マングローブ　CDM学

日本生物環境調節学会
植物工場学会
日本熱帯農業学会
American Society of Plant Biologist
日本植物生理学会
日本作物学会 

形質転換アイスプラントの作出方法 

・マングローブの炭素固定能力の評価に関す
る研究 

植物の光合成

植物における糖の生成と蓄積

植物の生育と環境

農学部　生物生産学科 

・CAM型及びC4型光合成の研究

・アイスプラントの生産・改良に関する研究

・サスティナブルライスモデルの開発

生　　年

研究テーマ

応談分野

応用分野

所属学会

特許及び
固有技術

自己ＰＲ

所　　属

教員氏名

○○　○○ 

会員専用 
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b）「小項目 2-(1)-4」の達成状況 

   （達成状況の判断）  目標の達成状況が良好である 

（判断理由） 

計画４-１の状況が示すとおり，図書館における研究成果のデータベース管理に 

併せて，特許・発明に係る研究成果については，産学官連携推進機構を設置して，

特許・発明，研究成果等のデータベース化を行い，ホームページ等において公表・

活用していることから，良好な達成状況と判断した。 

 

 

  ○小項目 2-(1)-5「【成果の社会への還元等に関する基本方針】地域の知的拠点とし

て地域の活性化に貢献する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画５-１「090 各種審議会・委員会などへの参加，政策・実務に関する助言，科学

技術相談，法律相談，異業種交流，研究会開催等を行う」に係る状況   

 国立大学法人佐賀大学社会貢献の方針に基づき，下記資料 2-(1)-5-1 で示すよう

に，国及び地方公共団体（特に佐賀県および県内市・町）の委員会・審議会等に多

数参画するとともに，政策・実務に係る助言，法律相談，研究会等に取り組み，地

域の活性化に向けて貢献している。 

 

 
 

 

  計画５-２「091 地域産業や民間企業の振興・支援と，産業界及び地域社会への技術移

転を進める」に係る状況 

産学官連携推進機構を設置し(184 頁，資料 2-(1)-2-1[1,2]参照)，弁理士，知的

財産コーディネータ等の専門家をスタッフ(客員教授)として迎え，地域産業の振興

支援企画としての「産学官連携フォーラムＩＮ佐賀」の開催，新技術等を産業界及

び地域社会に還元するための佐賀大学 TLO 会員制度の創設，企業訪問による保有特

許の紹介・斡旋活動，シーズ説明会（シーズ 100 展），企業巡回，学生ビジネスプ

ランコンテスト(資料 2-(1)-5-2[1,2])等に取り組み，知的拠点として地域の活性

化に貢献するとともに，下記の表に示すように技術移転を行った(資料 2-(1)-5-

2[3])。 

資料 2-(1)-5-1：参加委員会・審議会等一覧【出典：教員兼業データ】 
 代 表 例 総件数 

16 年度 

有明・八代海総合調査評価委員会（環境省環境管理局水環境部） 

佐賀県地域教育力・体験活動推進協議会（佐賀県教育委員会） 

地域新ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞｮﾝ策定委員会委員（呼子町） 

佐賀県農政審議会（佐賀県）  

唐津市都市計画審議会（唐津市）                  

88 件 

17 年度 

有明・八代海海域環境検討委員会（(財 )港湾空間高度化環境研究センター） 

中小企業技術革新成果事業化促進事業評価委員会（九州経済産業局） 

現代的教育ﾆｰｽﾞ取組選定委員会（文部科学省高等教育局） 

佐賀県医療審議会（佐賀県） 

総合計画審議会（基山町）                     

108 件 

18 年度 

診療情報提供推進委員会（佐賀県） 

佐賀県心身障害児就学指導委員会（佐賀県教育長学校教育課） 

築上町コメ燃料化調査委員会（築上町） 

佐賀市総合計画審議会（佐賀市） 

佐賀県森林審議会（佐賀県）                    

139 件 

19 年度 

さがﾌﾛﾝﾃｨｱ開拓共創ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業審査委員会（佐賀市） 

石綿健康対策専門委員会（鳥栖市） 

地球温暖化防止活動推進ｾﾝﾀｰ評価委員会（佐賀県くらし環境本部） 

青少年健全育成審議会（佐賀県） 

情報公開審議会・個人情報保護審議会（佐賀県後期高齢者医療広域連合）  

105 件 
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資料 2-(1)-5-2[1]：平成 19 年度ビジネ
スプランコンテスト【出展：ビジネスコ
ンテスト開講実施報告書】 

資料 2-(1)-5-2[3]：年度別知的財産出願登録・技術移転状況一覧 

  16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

特許権保有件数 59 60 64 60

実用新案権保有件数     1  1

意匠権保有件数   1   1   1

商標権保有件数   1   1   1 6

品種登録保有件数         

大学知的財産保有権数     5 12

保有総件数 60 62 72 80

特許出願件数 27(20) 52(47) 48(37) 57(33)

実用新案出願件数     1   

意匠出願件数         

商標出願件数     5 6

品種登録出願件数       1

総出願件数 27(20) 52(47) 54(43) 64(40)

ライセンス契約 
件数 1 0 6 7

収入 199,500 538,172 8,822,505 3,937,368 

（  ）同一発明の重複出願を除いた件数 

資料 2-(1)-5-2[2]：平成 19 年度佐賀大学シー
ズ集 
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b）「小項目 2-(1)-5」の達成状況 

（達成状況の判断）  目標の達成状況が良好である 

（判断理由） 

計画５-１の取組で，研究者の学識経験が地域社会の数多くの分野に還元されてお

り，県内唯一の国立大学としての使命を果たすという点で優れており，また計画５-

２の状況が示すように，知的財産の発信と技術移転のための産学官連携推進機構が機

能し，技術的・人的交流を通じた知的財産の地域還元を進めていることから，良好な

取組が行われていると判断した。 

 

○小項目 2-(1)-6「【成果の社会への還元等に関する基本方針】地域の事業への参画

や共同研究を大学の重要な任務と位置づける」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画６-１「092 地方公共団体や学協会などの調査活動に協力する」に係る状況 

 下記資料 2-(1)-6-1 で示すように，佐賀県および近隣の県市町や佐賀県教育委員

会などが実施する調査活動等の事業に積極的に協力し，共同研究や受託研究などの

実施をとおして（185 頁，資料 2-(1)-2-1[3]参照）県内唯一の国立大学としての任

務を果たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b）「小項目 2-(1)-6」の達成状況 

（達成状況の判断) 目標の達成状況がおおむね良好である 

（判断理由） 

   計画６-１の状況が示すとおり，国・自治体および教育委員会等からの依頼を受け，

調査活動の協力や自治体等との共同研究・受託研究により，研究成果の還元が着実に

行われていることから，取組がおおむね良好に行われていると判断した。 

 

 

 

 

資料 2-(1)-6-1：主な調査活動例 
年度 事項 公共団体等 成果・報告書 

18， 19 年度 
・ 佐 賀 県小 ・ 中学

校学習状況調査 

佐賀県教育委

員会 

「佐賀の子ども観・教師観・学校観～平成 18 年度佐

賀県小・中学校学習状況調査～」，平成 19 年度「学

ぶ意味がわかる学校・授業づくりを求めて－全国学

力・学習状況調査結果から見えてきたこと－ 

18 年度 

・ 築 上 町未 利 用有

機 系 廃 棄 物 エ ネ

ルギー化調査 

福岡県築上町
NEDO 地域新エネルギービジョン策定等授業（重点

テーマ）報告書 

18 年度 

・ 築 上 町米 エ タノ

ー ル 化 地 域 モ デ

ル 

福岡県築上町 水田を油田にするための事業構想報告書 

19 年度 

・ バ イ オマ ス のエ

ネ ル ギ ー 利 用 計

画 

佐賀県 バイオマスのエネルギー利用計画（概要版） 

17-19 年度 
・ 有 明 海再 生 機構

研究企画委員会 

NPO 法人有明

海再生機構 
NPO 法人有明海再生機構 事業報告 

19 年度 

・ 有 明 海・ 八 代海

総 合 調 査 推 進 業

務 

環境省 
有明海・八代海総合調査推進業務 

役割分担と業務従事者の配置 
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  ②中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況  

（達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

（判断理由） 

各小項目の分析にあるように，教員の自律的研究活動により，基礎的・基盤的研

究成果を発信してきている。地方大学の置かれている状況を的確に把握し，地域・社

会からの要請に応える分野について共同研究を推進し，実用化に結びつく成果をあげ

てきている。さらに，本学の重点プロジェクト研究を設定し，支援することによって

拠点形成に結びつく研究がなされている。これらの成果は論文や特許等により広く世

界に発信し，地域の活性化にも貢献している。また，本学の研究者と他研究機関の研

究者との共同研究も活発に行われている。以上のことより目標の達成状況がおおむね

良好であると判断できる。 

 

  ③優れた点及び改善を要する点等  

（優れた点） 

1.重点研究として設定した多くの研究プロジェクトで，地域あるいは世界をリード

する研究を行っており，特に海洋エネルギー研究センターは全国共同利用の研究

拠点として認められた。 

2.佐賀大学を軸とした大学間連携により，シンクロトロン光利用に関する多くの研

究が成されている。 

3.有明海総合研究プロジェクトは，有明海再生機構との連携により，地域に密着し

た研究成果をあげている。 

4.科学技術共同開発センター，知的財産管理室，技術移転部門（内部型ＴＬＯ）を

統合して佐賀大学産学官連携推進機構を設置し，地域社会との接点を一本化する

ことにより技術に関する社会貢献を円滑に行えるシステムを構築している。 

（改善を要する点） 

佐賀大学産学官連携推進機構の専任教員は１名であり，他の部局からの教員の応

援により多様な業務を行なっているが，今後，外部資金等に応募することにより，

機構の補佐体制を充実する。 

（特色ある点） 

1.佐賀大学ＴＬＯは，国立大学法人としては初めての内部型ＴＬＯとして設置され

た。産学官連携推進機構の中で，知的財産部門との連携により従前より活発に社

会貢献ができるようになった。 

2.佐賀地域に特異的な研究プロジェクト「有明海総合研究プロジェクト」を平成 16

年に学長裁量経費により立ち上げ，平成 17 年から運営費交付金の特別教育研究経

費により５年計画で予算措置されることになった。 



佐賀大学 研究 

 - - 196 - - 

（２）中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

①小項目の分析 

  ○小項目 2-(2)-１「【研究体制の整備の基本方針】統合のメリットを活かして新研

究分野を創出する」の分析 

a）関連する中期計画の分析 

  計画１-１「094 基礎的・基盤的研究の充実に加えて，学際的新研究や重点的研究を

定め，戦略的に研究体制を整備する」に係る状況 

教育研究評議会研究推進部会において，重点研究の方向性を定めるとともに

（186 頁，計画２－２，資料 2-(1)-2-2 参照），下記資料 2-(2)-1-1[1]（緑色欄）

に示す学部横断的な重点プロジェクトを立ち上げ，学長経費による予算配分支援や

研究員配置等を行うことにより，学際的新研究分野の創出に向けた戦略的重点研究

体制を整えた。また，概算要求や競争的資金獲得に向けた研究支援組織として佐賀

大学競争的資金対策室を設置し，戦略的に研究体制を支援する仕組みを整えた（資

料 2-(2)-1-1[2])。それらの成果として，下記資料 2-(2)-1-1[3]に示すプロジェク

トが概算要求等競争的資金の獲得に結びついた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-1-1[1]：重点研究領域のプロジェクト実施組織（学部横断的な学際的新研究分
野）【出典：重点的に取り組む領域説明書(Ⅲ表)】 

重点研究領域 プロジェクト名 主および連携実施部局 

海洋エネルギー 

・海洋エネルギーの先導的利用科学技術の推
進(21 世紀 COE プログラム推進・強化) 海洋エネルギー研究センター 

・全国共同利用 海洋エネルギー研究センタ
ーの新設と実証研究の推進 

   〃 

・海洋エネルギーの先導的利用科学技術にお
ける基盤的研究 

   〃 

シンクロトロン 

・佐賀上海国際共同シンクロトロン利用研究 シンクロトロン光応用研究センター
・シンクロトロン光を利用した佐賀県との一
体化による先導的工学的基盤研究 

   〃 

・ シ ン クロ ト ロ ン光 利 用の た めの 最 先端 技
術・装置などの開発研究（基盤的研究） 

   〃 

有明海 
・有明海総合研究 

有明海総合研究プロジェクト（ 5 学部及び
低平地研究センターを含めた全学的ロジェ
クト研究組織） 

・有明海総合研究プロジェクト    〃 

低 平 地・ 湾海 研

究 

・低平地と湾海環境に関する研究の推進等 低平地研究センター 

・低平地・湾海環境における基盤的研究    〃 

海浜台地 

・「海藻の森」研究プロジェクト 海浜台地生物環境研究センター 
・キチン・キトサンの有機肥料としての利用
開発 

   〃 

・玄界灘沿岸台地と浅海域の生物環境の相互
作用に関する基盤的研究 

   〃 

環境 

・廃棄物の無害化・再資源化システムの構築
に関する研究 

理工，医，農の各学部 

・ 資 源 循環 シ ス テム の 開発 － 廃棄 物 の無 害
化・再資源化－    〃 

情報技術 
・大学の教育研究を充実させるための情報基
盤の構築・運用技術における基盤的研究 

総合情報基盤センター 

生命・バイオ 
・循環型社会に向けた食糧生産・加工・消費
システムの研究・開発 

農学部 

・和式生活に対応した人工関節の開発 医，理工の各学部 

地域医療科学 

・佐賀地域健康福祉推進総合研究支援事業 医学部
・高齢者・障害者（児）の生活行動支援に関
する学部間連携教育システムの開発 

医学部および理工，農，文教，経済の各学
部 

・「災害弱者」のための地域安全総合研究 文教，経済，理工，医の各学部 

・先端医療福祉システムの研究プロジェクト 理工，医の各学部，海洋エネルギー研究セ
ンター 

生活習慣病 
・健康長寿社会の構築を目指した医食同源の
科学的解明 

医，農，文教の各学部，総合分析実験セン
ター 

・同 上    〃 

地域経済アジア

社会 

・佐賀大学国際協働プロジェクト 留学生センター 
・アジア社会における地域社会活性化政策に
関する国際比較研究 

文教，経済の各学部 

・２１世紀型アジア・コミュニティの創造に
関する理論的・実証的・政策的国際比較研
究 

   〃 

地 域 文化 ・歴 史

等 

・文系基礎学研究／地域学歴史文化研究セン
ターの設立 

附属図書館／地域学歴史文化研究センター
（文教，経済，医の各分野） 

・地域学における基盤的研究   〃
・同 上   〃
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  計画１-２「121 統合して 5 学部（文化教育，経済，医，理工，農）になったメリッ 

   トを活かして，学部横断的研究プロジェクトを構築する」に係る状況 

資料 2-(2)-1-1[2]：競争的資金対策室のスキーム 

 

資料 2-(2)-1-1[3]：概算要求等競争的資金の獲得に結びついたプロジェクト一覧 

プロジェクト名 概算要求等競争的資金名 期 間 

・全国共同利用海洋エネルギー研究センターの新設と

実証研究の推進 
特別教育研究経費 平成 17－ 26 年 

・シンクロトロン光を利用した佐賀県との一体化によ

る先導的工学的基盤研究 
特別教育研究経費 平成 17－ 19 年 

・有明海総合研究プロジェクト 特別教育研究経費 平成 17－ 21 年 

・有明海生物生息環境の俯瞰型再生と実証実験 科学技術振興調整費 平成 17－ 21 年 

・資源循環システムの開発－廃棄物の無害化・再資源

化－ 
特別教育研究経費 平成 19－ 21 年 

・高齢者・障害者（児）の生活行動支援に関する学部

間連携教育システムの開発 
特別教育研究経費 平成 17－ 19 年 

・「ユビキタス情報社会を支える通信基盤技術 科学技術振興調整費 平成 18－ 20 年 

・設置型生物剤検知ﾃﾞﾊﾞｲｽ実用化に関わる研究 

平成 19 年度科学技術試験研究

委託事業 安全安心科学技術 ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 

平成 19 年 
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 上記計画１-１の学際的新研究分野創出に向けた重点研究体制を整備する取組に

おいて，学部横断的研究プロジェクトが立ち上がり，共同研究体制が構築された。 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-1」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

  （判断理由） 

 統合のメリットを活かした新研究分野の創出については，計画１－１および１

－２により，統合のメリットを活かした学際的新研究や重点的研究が立ち上がり，

学部横断的な研究体制が整備され，さらに概算要求や競争的資金獲得に向けた佐

賀大学競争的資金対策室の設置など研究支援体制を整備した結果，概算要求や競

争的資金獲得に結びついたことから，目標の達成状況が良好と判断した。 

 

 

  ○小項目 2-(2)-2「【研究体制の整備の基本方針】研究の動向を調査し発展的・独創

的な研究を積極的に支援する。」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画２-１「094 基礎的・基盤的研究の充実に加えて，学際的新研究や重点的研究を

定め，戦略的に研究体制を整備する」に係る状況 

 計画１-１（196 頁）に同じ。教育研究評議会研究推進部会において，重点研究

の方向性を定めるとともに（186 頁，計画２－２，資料 2-(1)-2-2 参照），前記資

料 2-(2)-1-1[1]（緑色欄）に示す学部横断的な学際的新研究分野のプロジェクト

を立ち上げ，学長経費による予算配分支援や研究員配置等（199 頁，資料 2-(2)-2-

3 参照）を行うことにより，発展的・独創的な研究を積極的に支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

  計画２-２「095 将来性のある研究者・研究チームに研究費・研究室等を重点的に措置

するなどの，育成・支援体制を整備する」に係る状況 

 学長経費の配分項目に，将来性のある研究チームを支援するための「研究プロジ

ェクト等経費」を設け，上記計画２－１で示した重点研究プロジェクトを支援する

体制を整えるとともに，各学部に配分する「中期計画実行経費」の中で，各学部・

研究科単位で将来性のある研究者を育成・支援する仕組みを整えた（資料 2-(1)-1-

1 参照）。学内に共通研究室を設け重点研究組織等が利用できる体制を構築してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

前記資料参照 

・資料 2-(2)-1-1[1]：重点研究領域のプロジェクト実施組織（学部横断的な学際的新

研究分野） 

前記および後記資料参照 

・186 頁，資料 2-(1)-2-2：重点研究領域の研究費支援， 

・196 頁，資料 2-(2)-1-1[1]：重点研究領域のプロジェクト実施組織（学部横断的な学

際的新研究分野） 

・199 頁，資料 2-(2)-2-3：研究支援者等の配置状況一覧 

前記資料参照 

・186 頁，資料 2-(1)-2-2：重点研究領域の研究費支援， 

・179 頁，資料 2-(1)-1-1：中期計画実行経費による研究支援一覧 
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  計画２-３「104 各センターや研究分野の特性に応じて，研究支援者等を適宜配置す

る」に係る状況 

学長経費の配分項目に，「ポスドク（研究プロジェクト）雇用経費」を設け，研

究センターや重点研究プロジェクトに，研究分野の特性に応じて博士研究員を適宜

配置するとともに，外部資金等による非常勤研究員などの配置を積極的に行い，研

究支援体制を整えた（資料 2-(2)-2-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-2」の達成状況 

   （達成状況の判断）  目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

 発展的・独創的な研究の支援については，計画２-１および計画２-２により，

学部横断的な学際的新研究や将来性のある研究に対する重点的研究費配分による

研究支援体制が整備され，さらに計画２-３で研究支援者等を適宜配置するなどの

支援が行なわれており，目標の達成状況が良好であると判断した。 

 

 

 

 

資料 2-(2)-2-3：研究支援者等の配置状況一覧 
 ①研究支援推進員  

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 1 1 1 1 
総合分析実験ｾﾝﾀｰ 2 1 1 1 
低平地研究ｾﾝﾀｰ 1 2 2 3 
海浜台地生物環境研究ｾﾝﾀｰ 1 1 1 1 
ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光応用研究ｾﾝﾀｰ 1 1 1 1 

計 6 6 6 7 
 
 ②非常勤研究員 

非常勤研究員 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 4 4 5 2 
低平地研究ｾﾝﾀｰ 4 3 4 4 
海浜台地生物環境研究ｾﾝﾀｰ 1 1 1 1 
ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光応用研究ｾﾝﾀｰ 9 6 5 3 
有明海総合研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ  2 3 4 

計 18 16 18 14 
科学研究支援研究員 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

理工学部 2 1 1 2 
農学部 1 1 1 3 

計 3 2 2 5 
産学官連携研究員 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

理工学部 1 2 5 3 
農学部 4 1 0 1 
低平地研究ｾﾝﾀｰ 1 0 0 0 
ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光応用研究ｾﾝﾀｰ 1 1 0 1 

計 7 4 5 5 
COE 研究員 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 6 6 7  
計 6 6 7 0 

非常勤博士研究員 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 
医学系研究科 1 1 0 1 
工学系研究科 5 8 11 6 
農学研究科 0 0 0 1 
科学技術共同開発ｾﾝﾀｰ 0 1   
ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光応用研究ｾﾝﾀｰ 0 1 1 2 

計 6 11 12 10 
総計 40 39 44 34 
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  ○小項目 2-(2)-3「【研究者等の配置に関する基本方針】本学が掲げる教育研究の目

標に沿って，計画的に教員を配置する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画３-１「096 重点的なプロジェクト研究に対して，研究者の配置を柔軟に行う」

に係る状況 

    学長裁量の教員枠を設け，任期を限った教員を研究センターや研究プロジェクト

に重点的に配置した（下記資料 2-(2)-3-1）。また，「ポスドク（研究プロジェク

ト）雇用経費」を設け，重点的なプロジェクト研究などに博士研究員を計画的に配

置した（199 頁，資料 2-(2)-2-3 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画３-２「097 教員選考は，公募制を原則とする」に係る状況 

    教育研究評議会人事部会において「国立大学法人佐賀大学教員人事の方針」を策

定し，本学が掲げる教育研究の目標に沿う教員選考を行うために，原則公募制で行

うことを定めた。その結果，下記資料 2-(2)-3-2 に示すように公募制による教員選

考の件数は増大し，教員人事の方針の徹底が進んだ。 

  

 

 

 

 

 

  計画３-３「099 将来性のある研究分野の研究者を戦略的に採用する」に係る状況 

    上記計画３-１の取組に示したように,学長運用定員枠により重点的プロジェクト

研究など将来性のある研究分野に任期を限った教員を計画的に採用した。 

 

 

 

 

 

  計画３-４「101 技術職員，研究補助員，図書館司書等の役割について検討し,研究支

援者としての位置付けを明確にする」に係る状況 

    教育研究評議会人事部会において，技術職員等の職務内容実態調査の結果をもと

に，研究支援者としての位置づけを明分化し（下記資料 2-(2)-3-4[1]），技術部

（理工学部）や研究支援部門（医学部）への集約化を行い，研究支援者についても

計画的な配置による研究支援が可能な実施体制を整えた（下記資料 2-(2)-3-4[2]）。

また，図書館司書については位置づけを明確にし組織再編を実施した。 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-3-1：教員運用定員配置表 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 1 2 4 4 

低平地研究ｾﾝﾀｰ  1   

地域学歴史文化研究センター  1 2 2 

留学生センター   5 5 

資料 2-(2)-3-2：公募制による教員選考公募数の推移表 （ ）内は公募率 
 

年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

選考数 21（30.0%） 38（50.7%） 43（56.6%） 51（98.1%）

前記資料参照 

・200 頁，資料 2-(2)-3-1：教員運用定員 配置表 
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  計画３-５「102 博士後期課程在学者，博士の学位取得者等をリサーチアシスタントや

非常勤研究員等として積極的に活用する」に係る状況 

    博士後期課程および博士課程在籍者をリサーチアシスタントとして，学位取得者

を非常勤研究員として採用し，研究者の育成ならびに研究実施体制整備の一環とし

て，これらの制度を活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画３-６「103 日本学術振興会等の研究員制度に積極的に応募し，特別研究員の獲得

に努める」に係る状況 

    日本学術振興会の特別研究員，外国人特別研究員の研究員制度に毎年度応募し，

特別研究員の獲得に努めるとともに，寄附講座の受け入れに積極的に取り組み，外

部資金による研究員の配置に成果を上げた。 

資料 2-(2)-3-4[1]：技術職員等の研究支援者としての位置付けの規定【出典：国立大学法人佐賀大

学規則集】 

国立大学法人佐賀大学職員人事規程の一部を改正する規程 

（改正理由）教室系技術職員を教育研究支援者と明確に位置付けることに伴い，所要の改正を行う

ものである。 

国立大学法人佐賀大学職員人事規程（平成１６年４月１日制定）の一部を次のように改正する。 
別表備考２中「検査等の職務」を「検査等の教育研究支援の職務」に改める。 

附則 この規程は，平成１９年１２月１２日から施行する。 

 
国立大学法人佐賀大学職員人事規程               （平成１６年４月１日制定） 

別表 区分，職種及び職名（第３条関係） 

（備考）２ 教室系技術職員 
学部又は研究施設等において教育職員の指導の下に各種研究，実験，測定，分析，検査等の教育研

究支援の職務 

資料 2-(2)-3-5：リサーチ・アシスタント年度別雇用者延べ人数 単位：人 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

医学部 35 34 40 43 

理工学部 46 46 29 38 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 0 1 1 0 

低平地研究ｾﾝﾀｰ 2 2 4 3 

海浜台地生物環境研究ｾﾝﾀｰ 2 2 1 0 

小  計 85 85 75 84 

農学部（連合大学院） 5 4 4 4 

合  計 90 89 79 88 

資料 2-(2)-3-4[2]：技術職員等の集約化の規定【出典：国立大学法人佐賀大学規則集】 

佐賀大学理工学部技術部組織規定 

（設置） 

第 1 条 佐賀大学理工学部の教室系技術職員（以下「技術職員」という。）の専門的業務を円滑か

つ効率的に処理するため，佐賀大学教室系技術職員の組織等に関する要項（平成４年６月２９日制

定。以下「要項」という。）第 3 の規定に基づき，技術職員に関する組織として,理工学部に技術部
を置く。 

 

佐賀大学医学部付属先端医療研究推進支援センター規定      （平成 18 年 12 月 14 日制定）
（目的） 

第 2 条 センターは，本学部における医学研究活動をより一層推進するため，学際分野を含む医学

教育の先端的・中心的な役割を担い，もって学内外への情報発信を行うとともに,本学部における
教育研究の基盤となる高度な技術的支援とその研鑽を組織的に行うことにより ,関連する医学･看

護学の課題に関して重点的に研究を発展させることを目的とする。 

（職員） 
第 4 条  センターに，次の各号に掲げる職員を置く。 

（１）センター長 

（２）教育職員 
（３）技術職員及び教務職員 

（３）その他必要な職員 
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  計画３-７「104 各センターや研究分野の特性に応じて，研究支援者等を適宜配置す

る」に係る状況 

    計画２-３（199 頁）に同じ。学長経費の配分項目に，「ポスドク（研究プロジ

ェクト）雇用経費」を設け，研究センターや研究分野の特性に応じて博士研究員を

適宜配置するとともに，外部資金等による非常勤研究員などの配置を行った。 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-3」の達成状況 

   （達成状況の判断）  目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

計画３-１から計画３-７の状況が示すように，重点的プロジェクトへの研究者の

柔軟配置，教員選考の原則公募，将来性のある研究分野に研究者を戦略的に採用，

各種研究員制度への積極的応募及び特別研究員の獲得，特性に応じた研究支援者等

の適宜配置など，本学が掲げる教育研究の目標に沿って計画的に教員等を配置する

取り組みを行っており，相応な結果が得られている。 

 

 

  ○小項目 2-(2)-4「【研究者等の配置に関する基本方針】研究の方向性や社会の要請

に応じて，柔軟に対応できる教員の配置体制を作る」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画４-１「096 重点的なプロジェクト研究に対して，研究者の配置を柔軟に行う」

に係る状況 

    計画３-１（200 頁）に同じ。学長経費の配分項目に，「学長運用定員経費」及

び「ポスドク（研究プロジェクト）雇用経費」を設け，学長裁量の教員枠により社

会の要請に応じて重点的プロジェクト研究などに，任期を限った教員や博士研究員

を柔軟に配置する体制を整えた。 

 

 

 

 

    

 

資料 2-(2)-3-6[1]：日本学術振興会特別研究員の年度別応募者数（うち採択者数）  

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

12 (0) 14 (2) 16 (1) 15 (2) 

資料 2-(2)-3-6[2]：外国人特別研究員の年度別応募者数（うち採択者数）  
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

12 (3)  10 (2) 12 (1) 8 (2) 

資料 2-(2)-3-6[3]：寄附講座の年度別設置状況 
学部 設置講座 設置期間 寄附金額(千円) 

医学部 

人工関節学講座 H17.01.01～H19.12.31 66,000 

  （延長） H20.01.01～H21.12.31 50,000 

先端心臓病学講座 H17.07.01～H20.06.30 57,000 

危機管理医学講座 H19.01.01～H21.12.31 90,000 

血管不全学講座 H16.10.01～H19.09.30 45,000 

計   308,000 

前記資料参照 

・199 頁，資料 2-(2)-2-3：研究支援者等の配置状況 

前記資料参照 

・200 頁，資料 2-(2)-3-1：教員運用定員 配置表 

・199 頁，資料 2-(2)-2-3：研究支援者等の配置状況 
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  計画４-２「097 教員選考は，公募制を原則とする」に係る状況 

    計画３-２（200 頁）に同じ。教育研究評議会人事部会において「国立大学法人

佐賀大学教員人事の方針」を策定し，教員選考を原則公募制で行うことを定め,教

育研究の方向性や社会の要請に応じた柔軟な教員選考を行った。 

 

 

 

 

  計画４-３「098 プロジェクト型研究組織において任期制を一部導入する」に係る状

況 

    重点プロジェクト型研究組織（海洋エネルギー研究センター，有明海総合研究プ

ロジェクト，地域学歴史文化研究センター等）に学長裁量の教員枠により任期を限

った教員を配置し，任期制を実施している（資料 2-(2)-4－3[1]）。さらに，任期

を付して雇用する「特別研究員」を導入し，教員の柔軟な配置体制の構築と研究の

活性化を図った（資料 2-(2)-4－3[2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画４-４「099 将来性のある研究分野の研究者を戦略的に採用する」に係る状況 

    計画３-３（200 頁）に同じ。上記計画３-１の取組に示したように,学長運用枠

により重点的プロジェクト研究など将来性のある研究分野に任期を限った教員を戦

略的に採用し，柔軟に対応出来る配置体制とした。 

 

 

 

 

  計画４-５「100 学内共同教育研究施設等を中心に，他大学，研究機関との交流を

推進する（客員教員，流動教員）」に係る状況 

    下記資料 2-(2)-4－5 に示すように，学内共同教育研究センターを中心に客員研

究員，共同研究員等を積極的に受け入れ，他大学・研究機関との交流を推進した。 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-4-3[1]：育職員の任期に関する規程等【出典：国立大学法人佐賀大学規則集】 
 
国立大学法人佐賀大学教育職員の任期に関する規程                       （平成１６年４月１日制定） 

（趣旨） 
第１条 この規程は，大学の教員等の任期に関する法律（平成９年法律第８２号。以下「法」という。）第

５条第２項の規定に基づき，国立大学法人佐賀大学（以下「本学」という。）の教育研究の活性化を図る

ことを目的として，本学における教育職員の任期に関し必要な事項を定めるものとする。 
 

国立大学法人佐賀大学有明海総合研究プロジェクトにおける教育職員の任期制の実施に係る再任審査に関す

る内規                                （平成１９年３月２２日制定） 
（再任の審査及び決定） 

第２条 教員の再任の審査は，プロジェクトで行い，再任の可否の決定は，学長が行うものとする。 

２  前項に規定する審査は，プロジェクト長が有明海総合研究プロジェクト再任審査委員会（以下「審査委
員会」という。）を設置し，再任の審査を行い，審査委員会での審査結果に基づき，有明海総合研究プ

ロジェクト運営委員会（以下「運営委員会」という。）で審議の上，学長へ報告するものとする。 

前記資料参照 

・200 頁，資料 2-(2)-3-2：公募制による教員選考公募数の推移 

資料 2-(2)-4-3[2]：「特別研究員」に関する規則【出典：国立大学法人佐賀大学規則集】 
 

国立大学法人佐賀大学特別研究員就業規則               （平成２０年２月１３日制定） 

（定義） 第２条 この規則において「特別研究員」とは，任期を付して雇用する研究員であっ
て，本学が独自に行う特定の研究プロジェクト等に特別研究員の職名で雇用される者をいう。 

前記資料参照 

・200 頁，資料 2-(2)-3-1：教員運用定員 配置表 



佐賀大学 研究 

 - - 204 - - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-4」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 計画４-１，計画４-３，計画４-４において，学長運用枠による柔軟な教員等の

配置が実施されている。その実施に当たっては，計画４-２の公募制による教員選

考や計画４-３の任期制度の導入が成されており，研究の方向性や社会の要請に応

じて柔軟に対応可能な配置体制が整っている。さらに，計画４-５では客員研究員

や共同研究員の積極的受け入れが図られているなど，本小項目の達成状況はおおむ

ね良好であると判断した。 

 

  ○小項目 2-(2)-5「【研究資金の配分システムに関する基本方針】研究体制整備の基

本方針に従って，重点的に研究資金を配分する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画５-１「106 研究分野の特殊性を考慮した上で，研究成果の水準，競争的資金獲

得状況，研究指導状況，知的財産の創出状況，社会的効果などにより研究活動を評

価し，一部研究費の傾斜配分を実施する」に係る状況 

    本学の研究の方向性を踏まえて，各学部における基礎的・基盤的研究育成計画

を推進するための学長経費（中期計画実行経費）において，下記資料 2-(2)-5-1

に示す要領で各部局の研究分野の特性に応じた継続性・発展性・萌芽性（独創

性）を重視した研究水準の評価を基に，研究資金の傾斜配分を行い（179 頁，中

項目(1)の計画１-１，資料 2-(1)-1-1：中期計画実行経費による研究支援一覧参

照），効果的な教育・研究活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-4-5：客員研究員および共同研究員の受入状況一覧 
 
①客員研究員受入状況                     単位：人 

センター名 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

海浜台地生物環境研究センター ２ ２ ２ ２ 

有明海総合研究プロジェクト  ６ ６ ８ 

総合分析実験センター  １ １ ２ 

科学技術共同開発センター 

（産学官連携推進機構） 
  １  

医学部    ６ 

理工学部    １ 

合   計 ２ ９ １０ １９ 
 
②共同研究員受入状況                    単位 :人 

センター名 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

海洋エネルギー研究センター ５ ４ ４ ３ 

科学技術共同開発センター 

（産学官連携推進機構） 
 １ １ １ 

医学部   １ １ 

理工学部 ２ ４ ３ １ 

農学部 ３    

合    計 １０ ９ ９ ６ 
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  b）「小項目 2-(2)-5」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 学長経費（中期計画実行経費）の学部内配分において，研究計画とともに申請者

（グループ）の研究活動を評価し，それに基づいた配分ル－ルにより傾斜配分が行

われており，大学及び学部の研究方針に沿った重点的研究資金配分が実施されてい

ることから，おおむね良好な達成状況と判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-5 -1：各部局の研究費傾斜配分の要領例【出典：中期計画実行経費申請要

領より抜粋】 
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  ○小項目 2-(2)-6「【研究環境の整備に関する基本方針】研究室，実験室等を整備し，

研究を安全に行うための基盤を充実する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画６-１「112 総合分析実験センターを研究支援組織の中核として整備し，研究室，

研究機器等の共同利用を進める」に係る状況  

    総合分析実験センターに生物資源開発部門（動物実験施設，遺伝子実験施設），

機器分析部門（共同利用実験機器及び実験室施設），放射性同位元素利用部門（RI

実験施設），環境安全部門を設置し，本庄と鍋島の両キャンパスにおいて研究支援

組織の中核としての整備を行い（資料 2-(2)-6－1[1]），研究機器等の共同利用を

進めている。また，環境安全部門では，法人組織の環境安全衛生管理室及び各部局

の安全衛生委員会と連携して研究の安全管理ならびに環境問題に取り組んでいる

(資料 2-(2)-6－1[3])。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-6-1[1]:総合分析実験センターHP 
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  b）「小項目 2-(2)-6」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 計画６-１に示すように，総合分析実験センターを研究支援組織の中核として両

キャンパスに整備し，実験機器，設備の共同・有効利用が図られており，同セン

ターの環境安全部門及び環境安全衛生管理室により，研究を安全に行うための基

盤整備が進められていることなどから，目標の達成状況がおおむね良好であると

判断する。 

 

  ○小項目 2-(2)-7「【研究環境の整備に関する基本方針】研究を創造的，効率的に実

施するための研究支援，事務システム等を充実強化する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画７-１「107 附属図書館において，文献データベース，電子ジャーナルの維持，

拡大を図る」係る状況 

    学内アンケート及び利用状況調査を踏まえて研究情報収集の整備方針を検討し，

文献データベース及び電子ジャーナルの充実を図った。電子ジャーナル契約金の高

騰に対して電子ジャーナル経費を経常的に学長経費予算に盛り込むことにより，電

子ジャーナルタイトル数を維持・拡大し，利用回数の向上に結びつけた（資料 2-

(2)-7-1[1-4]）。 

資料 2-(2)-6-1[3]:環境安全衛生管理室組織図 
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資料 2-(2)-7-1[3]：電子ジャーナルアクセス数の推移【出典：電子ジャーナル及び文献データベー
ス関連資料】 
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資料 2-(2)-7-1[2]：電子ジャーナルタイトル数の推移【出典：電子ジャーナル及び文献データベー
ス関連資料】 
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資料 2-(2)-7-1[1]：電子ジャーナル契約金額の推移【出典：電子ジャーナル及び文献データベース
関連資料】 
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資料 2-(2)-7-1[4]：文献データベースアクセス数の推移【出典：電子ジャーナル及び文献データベ
ース関連資料】 
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  計画７-２「108 附属図書館と学術情報処理センターは連携して，研究情報・文献情報

の電子化による研究支援体制を充実する」に係る状況 

図書館業務システム及び電子図書館システムのリプレースを行い，研究情報・

文献情報の提供による研究支援体制を充実するとともに，本学の博士論文，紀要

論文，貴重書，植物遺伝資源情報等を学外に発信する機関リポジトリシステムを

構築し公開した（191 頁，資料 2-(1)-4-1[1]参照）。また機関リポジトリを活用

した新たな学術論文集の刊行に向け取り組み，平成 20 年３月に公開した（資料 2-

(2)-7－2[2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画７-３「109 地域貢献推進室，科学技術共同開発センター等の研究補助・支援機能

を充実させる」に係る状況 

 地域貢献推進室（226 頁，資料 3-(1)-１-2[2]参照）の機能強化のため，室長に

加えて室長代行の配置や研究協力課への担当事務の移管及び専任事務員の配置を

行い，組織を充実した。また，科学技術共同開発センター(下記資料 2-(2)-7－

3[1])，知的財産管理室及び佐賀大学 TLO(下記資料 2-(2)-7－3[2])の機能の整

理・見直しを行い，それらを統合した産学連携推進機構を設置し，知的財産の創

出，管理及び活用など，創造的研究支援機能を充実させた（184 頁，資料 2-(1)-

2-1 [1,2]参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-7-2[2]：教育系・文系の九州地区国立大学間連携論文集ホームページ 

：URL: http://wwwsoc.nii.ac.jp/ecrk/ 

 

 

 

 

 

 

 

この部分は著作権の関係で掲載できません 
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  計画７-４「110 研究用情報システムの支援体制として，国の財政措置の状況を踏まえ，

学術情報処理センターの施設・組織の整備を図る。」に係る状況 

大学の情報基盤の組織及び設備に係る事項を審議する情報政策委員会を設置す

るとともに，全学的情報システムの企画・調整・評価を行う情報統括室を設置し

た。また，学術情報基盤の運用を総合的に担う組織として，佐賀大学総合情報基

盤センターを設置するとともに，事務情報システム担当の情報企画室との組織的

連携を密にした(資料 2-(2)-7－4[1])。また，全学的情報システムの基盤となる

「佐賀大学学術情報基盤システム」を更新し，研究，教育などを支援する情報シ

ステムを整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-7-4[1]：全学的情報システムの整備・運用体制 

 

資料 2-(2)-7-3[2]：技術移転部門 
（佐賀大学 TLO）ホームページ 

 

資料 2-(2)-7-3[1]：科学技術共同開発部門 
（旧科学技術共同開発センター）ホームページ 
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  計画７-５「111 地域性のある研究センター等の学外施設を適宜配置し，インターネ

ット，テレビ会議システム等により学内の教育研究施設と連携する」に係る状況 

 佐賀研究ネットワーク協議会を発足させ，本学のキャンパス外に存在する研究

センターなどと大学間を高速ネットワークにより接続し，テレビ会議システムな

どを活用して学内の教育研究施設との連携により研究を推進した。また，地域性

のある研究・教育プロジェクトに対応した学外サテライトを設置し，無線ネット

ワーク，テレビ会議システムなどで接続して研究を推進した（資料 2-(2)-7－

5[1,2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-7-5[1]：佐賀大学総合ネットワーク構成図

【出典：『大学教育と地域創成 －佐賀大学の教育実践

－』】 

資料 2-(2)-7-5[2]：棚田オンラインプロジェクトシ

ステ ム構成図【出 典：『大学 教育と地域創 成  －佐

賀大学の教育実践－』】 

 

資料 2-(2)-7-4[2]：総合情報基盤センター組織体制図および総合情報基盤システム構成図【出典：
平成 18 年度総合情報基盤センター自己点検報告書】 
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  計画７-６「112 総合分析実験センターを研究支援組織の中核として整備し，研究室，

研究機器等の共同利用を進める」に係る状況 

計画６-１に同じ。総合分析実験センターの研究支援機能を効率的にするために，

ウェブサイトから機器の予約を行なう有効利用システムの改善を行い，研究室，

研究機器等の共同利用の利便性を高めた（資料 2-(2)-7－6[1.2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画７-７「105 国際研究協力課を中心に研究支援事務体制を充実する」に係る状況 

平成 17 度に国際研究協力課（研究支援関係２係，国際交流関係１係）を，研究

協力課（研究支援関係３係）及び国際交流課の２課に機能分化した。また，研究

協力課に非常勤職員１名を新たに配置し，国際的教育・研究支援事務体制を充実

した。さらに，平成 18 年度から留学生課を国際課に併合し，国際的な教育・研究

支援体制を充実させた。その結果，交流協定校数の増加と Dual Degree Program 

などの国際交流の実質化に向けて動き出した(資料 2-(2)-7－7)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-7-7：交流協定校数（累積） 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

大学間 37  42  45  59 

部局間 57  62  65  67 

小計 94 104 110 126 

DDP 1   3   3   3 

計 95 107 113 129 

資料 2-(2)-7-6[1]:機器予約システム【出典：機器
分析部門 HP】 

 

URL：http://www.iac.saga-

u.ac.jp/reserve/nmr/nmr_week_e.cgi 

資料 2-(2)-7-6[2]:総合分析実験センター
機器の共同利用状況【出典：機器分析部門
HP】 
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  b）「小項目 2-(2)-7」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

計画７-１,計画７-２による研究支援のためのデ－タベ－スの充実，計画７-４,

計画７-５による情報システムの整備，計画７-６の研究実験機器利用の利便性の

向上，計画７-３,計画７-７による研究支援組織及び事務システムの充実強化が図

られており，おおむね良好な達成状況と判断する。 

   

  ○小項目 2-(2)-8「【知的財産に関する基本方針】知的財産の創出，保護，管理，利

活用等に関する組織を設置し，教育研究部門の運営と並んで，法人の運営する基

本的部門と位置づける」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画８-１「113 知的財産に関する基本方針と諸施策を定める」に係る状況 

    平成 16 年に知的財産管理室を設置し，知的財産に関する業務および相談窓口を

一本化するとともに，知的財産に関する基本的考え方をまとめ，規則および規程の

整備を行った（資料 2-(2)-8－1）。さらに，法人の運営する主要部門として組織

強化を図るために，科学技術共同開発センター，知的財産管理室並びに佐賀大学

TLO を統合して産学官連携推進機構を平成 18 年に設置し，知的財産の創出，管理

及び活用等を戦略的に行った（184 頁，資料 2-(1)-2-1[1,2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-8-1:国立大学法人佐賀大学知的財産及び利益相反管理規則 

（平成１６年４月１日制定）
（目的） 

第１条 この規則は，国立大学法人佐賀大学（以下「本学」という。）の職員並びに施設・設
備及び教育・研究指導によって創出される知的財産を保有する者（以下「職員等」とい
う。）の知的財産を管理・保護し，活用を図り（以下「知的財産管理」という。），かつ，
本学の職員の利益相反・責務相反を管理（以下「利益相反管理」という。)し，もって社会
貢献を公明正大に果たすことを目的とする。 
（定義） 

第２条 この規則における用語の定義は，次の各号に定めるところによる。 
 (1) 知的財産 知的財産基本法（平成１４年法律第１２２号）第２条に規定する発明，考

案，植物の新品種，意匠，商標，著作物及び有体物等をいう。 
 (2) 利益相反 本学の職員又は本学が産学官連携活動に伴って得る利益（実施料収入，兼業

報酬，未公開株式等）と，教育・研究という本学における責任が衝突・相反している状況
をいう。 

 (3) 責務相反 本学の職員が主に兼業活動により企業等に職務遂行責任を負っていて，本学
における職務遂行の責任と企業等に対する職務遂行責任が両立し得ない状態をいう。 
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  計画８-２「114 知的財産の創出，取得，管理及び活用を戦略的に行う」に係る状況 

    知的財産管理室への教員の配置及び外部からの人材登用による組織強化を行う

とともに，知的財産の活用を戦略的に行うため，全国初めての内部型機関として

「佐賀大学 TLO」の設置承認を受けた(資料 2-(2)-8－2)。これをさらに，科学技術

共同開発センター，知的財産管理室と統合することにより，産学官連携推進機構を

発足させ，佐賀県地域産業支援センターとの共同によるシーズ説明会（193 頁，資

料 2-(1)-5-2[2]：佐賀大学シーズ集），企業巡回，学生ビジネスモデルコンテス

ト（193 頁，資料 2-(1)-5-2[1]）等の戦略的取組を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-8－2：「佐賀大学ＴＬＯ」 【出典：TLO ホームページ】 

佐賀大学ＴＬＯ紹介 

■ 佐賀大学 TLO は、全国で 40 番目の承認 TLO、国立大学法人としては初めての内部型 TLO とし
て誕生しました。 

■ 内部型のため、知的財産の管理と活用の一元的な処理が可能です。 

■ 技術移転後も継続的に発明者の協力が得られます。 

■ 佐賀大学ＴＬＯの会員制度にご賛同、ご入会いただいた企業様をご紹介いたします。 

事業案内 
佐賀大学 TLO は、下記の事業を行います。 

佐賀大学が保有する知的財産（特許、固有技術）を民間企業に技術移転し、民間企業の発
展を図るとともに、その実施料を研究資金として大学に還元し、民間企業と大学の共栄を目
指します。 

地域民間企業の技術者と大学研究者等の交流を通して、従来の成果活用型だけでなく、能
力活用型による知的財産の創出環境を提供します。 

民間企業向け 
1. 所有特許の紹介・斡旋・契約 
2. 固有技術の紹介・斡旋・契約 
3. 会員企業に対する各種サービス 
4. 技術アドバイザーの紹介・派遣 
5. 共同研究・受託研究の手続き相談 
6. 講演会・講習会・セミナーの開催 
7. TLO ニュースの発行  
学内向け 
1. 特許出願の支援・代行 
2. 実施料の管理  
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  計画８-３「115 佐賀県地域産業支援センターと技術移転推進プラザ（TLP）が連携し，

本学教職員・学生等の研究成果の知的財産創出支援，知的財産の保有及び活用を

図る」に係る状況 

 本学の研究成果を産業界及び地域社会に継続的・組織的に還元するシステムと

して「佐賀大学 TLO 会員制度」(資料 2-(2)-8-3)を創設するとともに，佐賀県地域

産業支援センターからの知的財産コーディネータを受け入れ，同センターと連携

して，前記計画８-２で示す活動を展開した。また，技術移転推進プラザ（TLP；

学外に設置した産学官連携サテライト室）を活用して，地元企業，自治体等との

連携事業を積極的に推進した（227 頁，資料 3-(1)-1－3[1]:サテライト室の業務

案内 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-8」の達成状況 

   （達成状況の判断）  目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

    計画８-１の状況が示すとおり，法人化当初から知的財産管理室と TLO を設置し，

平成 18 年にはこれらを産学官連携推進機構として統合・拡充し，大学の中核組織

として位置付けており，また計画８-２および計画８-３の状況が示すとおり，同機

構をとおした知的財産の産業界や地域社会への還元が実施されていることから，本

取組が順調に行われていると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-8－3：佐賀大学 TLO 会員制度 【出典：TLO ホームページ】 

会員募集 

 佐賀大学 TLO では、佐賀大学と地域企業の日常的な連帯強化を図るため、会員企業を募集しま

す。 

 佐賀大学 TLO の会員制度は、長続きする GIVE&TAKE 型の産学連携を目指して、個々の企業技術

者と佐賀大学教職員の交流を促進するための制度です。会員企業は、佐賀大学教職員の中から相

談員を自由に指名し、派遣相談を受けることができます。佐賀大学は、約 700 名の教員（研究

者）を擁しており、応談の分野は組み合わせまで含めると、その可能性はほぼ無限といえます。

 その他にも下記の会員特典もございますので、入会ご希望の方は入会申込書に必要事項をご記

入いただき、佐賀大学ＴＬＯまでＦＡＸにてお申込み下さい。 

 

会員の特典 

1.指名した大学教職員による派遣相談（詳細は下記参照） 

2. 未公開特許の優先開示（3 ヶ月間）・優先実施権 

3. TLO 担当者による会員企業の巡回  

4. 技術移転に関する個別相談 

5. ホームページによる教職員マップの閲覧 

6. 共同研究・受託研究の手続き相談， 

派遣相談 

1. 従来の知識活用型だけでなく、能力活用型の相談ができます。 

2. 指名により最適な相談者（パートナー）を確保でき、相談役や技術顧問として活用で

きます。 

3. 教職員は、受託研究費から相談の対価を研究費として受けとります。 
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  ○小項目 2-(2)-9「【研究の評価と質の向上システムに関する基本方針】研究成果に

ついて，専門家による評価を受ける」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画９-１「116 役員会に評価組織を置き，部局及び個々の教員の研究活動状況の評

価と改善勧告を行う」に係る状況 

    役員会の下に評価室を設置し，部局及び個人評価の実施を盛り込んだ「国立大学

法人佐賀大学大学評価の実施に関する規則」，研究活動状況の評価を盛り込んだ

「国立大学法人佐賀大学における教員の個人評価に関する実施基準」及び「個人評

価実施指針」を制定し，平成 17 年度の試行を経て，平成 18 年度から本格実施した

（資料 2-(2)-9-1[1]）。さらに，平成 19 年度に「国立大学法人佐賀大学における

評価結果の活用に関するの指針」及び「評価結果の活用に関するの要項」を定め，

役員会で部局及び教員の研究活動等の評価を検証し，インセンティブ付与や改善勧

告等のフィードバックを行う体制を整えた（資料 2-(2)-9-1[2,3]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-9-1[1]:研究活動状況個人評価の集計例【出典：医学部個人評価のまとめ（平成
18 年度実績）】 

研究の領域 
１）評価項目と評価点：ここでは以下の項目について点検し，評点化を行った。 

[1] 著書，論文等の実績： 著書，論文等の発表数とインパクトファクターを点数化。 
[2] 学会発表等の実績： 学会発表等の数を学会規模，一般発表，招待発表とに分けて評点化。 
[3] 学会への貢献： 学会等の主催，学会役員等の実績を評点化。 
[4] 学術等に関する受賞： 受賞の有無を評点化。 
[5] 科学研究費等補助金の申請・獲得： 代表者としての申請実績と獲得実績を評点化。 
[6] 特許の申請・取得状況： 申請あるいは取得の有無を評点化。 
 

２）集計結果：上記評価項目の評点と，それらを合計した研究領域の評価点の職域・職種別平均値を表３
に示す。 

表３．研究の領域，評価項目の平均評価点 

職域・職種 区分 

研究領域 各  評 価  項  目  の 平  均  評  点 

平均 
評価点数 

[1] 
著書論

文 

[2] 
学会発表

[3] 
学会貢献

[4] 
受  賞 

[5] 
科研費 

[6] 
特  許

医学科 
基礎系 

教授 36.2 12.9 10.3 4.1 0.5 8.4 0 
助教授・講師 24.5 7.5 8.1 3.2 0.6 5.1 0 

助手 16.7 8.2 6.4 0.3 0 4.8 0 

臨床系 
教授 83.1 26.3 27.8 22.2 0.5 4.5 1.8 

助教授・講師 24.5 7.5 8.1 3.2 0.6 5.1 0 
助手 16.7 8.2 6.4 0.3 0 4.8 0 

看護学
科 

教授 22.0 6.1 6.7 4.9 0 4.3 0 
助教授・講師 13.9 4.4 3.9 1.5 0 4.1 0 

助手 7 0.5 2.7 1.2 0 2.6 0 
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 2-(2)-9-1[3]：評価結果の活用サイクル【出典：評価結果の活用に関する要項】 

 

資料 2-(2)-9-1[2]：：国立大学法人佐賀大学における評価結果の活用に関する指針 
 （平成１９年１２月１２日制定）

 １ この指針は，国立大学法人佐賀大学（以下「本学」という。）において実施する部局等評価
及び個人評価における自己点検・評価及び外部評価による評価結果を，本学の活動の改善に活
用するための指針について定めるものとする。 

２ 部局等評価の指針は，次のとおりとする。 
 (1) 役員会は，各部局等の「教育・学生支援」，「研究」，「国際交流・社会貢献」，「組織

運営・財務」，「部局固有の業務」の活動について，本学の目標・目的の達成に向けた取組
と質の向上の状況の観点から検証する。 

 (2) 前号の検証は，部局等自己点検評価報告書，年度計画実績報告書及び外部評価結果並びに
それらの根拠資料等に基づき実施し，必要に応じてヒアリングを行う。 

 (3) 学長は，検証の結果について，各部局等へフィードバックする。 
  イ 優れた取組については，当該取組を更に推進するための措置（以下「インセンティブ付

与措置」という。）をとり，奨励する。 
  ロ 改善を要する事項については，当該部局の長に対し，改善の指示を行い，改善状況の報

告を求める。 
 (4) 各業務担当理事は，改善状況の報告に基づき，当該改善状況の確認を行う。 
 (5) インセンティブ付与措置のうち，予算措置が必要なものは，毎年度の「予算編成の基本方

針」に，その趣旨を明示する。 
３ 個人評価の指針は，次のとおりとする。 
 (1) 学長は，各部局等の長からの申出又は外部評価結果に基づき，特に高い評価を受けた職員

に対し，インセンティブ付与措置をとる。 
 (2) 各部局等の長は，評価の結果，その活動が十分でないと評価された職員に対し，活動状況

の改善について，適切な指導及び助言を行う。 
４ この指針に定めるもののほか，評価結果の検証，インセンティブ付与措置及び改善の指示等

に係る基準・方法等については，別に定める。 
    附 則 
 この指針は，平成１９年１２月１２日から施行する。 
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  計画９-２「117 研究者データベースを構築し，公開する」に係る状況 

    データベース統合化推進会議において基本データベースシステムを構築した。

さらにデータベースの充実及び活用を図るため，上記組織を改組して情報政策委員

会を設置した(210 頁，資料 2-(2)-7－4[1]参照)。この体制の下，教員基礎情報デ

ータベース・研究業績デ－タベ－スを整備し，佐賀大学ホームページ等により公開

した（資料 2-(2)-9－2[1]）。研究業績デ－タベ－スに見られるように（資料 2-

(2)-9－2[2]）,ほとんどの研究成果はレフェリー付きの雑誌に投稿し，専門家によ

る査読評価を受け，質の向上を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-9」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

    計画９-１において，評価組織，評価体制および質の向上に向けた評価の活用サ

イクルが確立され，教員個人および部局単位の研究活動状況に関する自己点検・評

価が実施されている。また，研究成果を専門誌に掲載する際の専門家による査読評

価に加え，計画９-２で研究成果をデータベース化して公表することにより，研究

成果の量と質について社会及び専門家から評価を受けている。以上のことから，研

究の評価と質の向上システムに関する達成状況はおおむね良好であると判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

資料資料 2-(2)-9－2[2]：公開データ代表例【出典：ホームページ研究業績デ－タベ－ス】 

 

資料 2-(2)-9－2[1]：データベース登録件数及びアクセス件数 

 登録件数 アクセス件数 備考 

教員基礎情報データベース   824 235,461 2006/04/01～2008/04/30 

研究業績データベース 18,732 262,410 2006/04/01～2008/04/30 
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  ○小項目 2-(2)-10「【研究の評価と質の向上システムに関する基本方針】原則とし

て，基礎・基盤的研究の評価は５年，プロジェクト型研究の評価は３年ごとに行

う」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画 10-１「116 役員会に評価組織を置き，部局及び個々の教員の研究活動状況の評

価と改善勧告を行う」に係る状況 

    計画９-１（216 頁）に同じ。役員会の下に評価組織を置き「国立大学法人佐賀

大学における評価結果の活用に関する指針」及び「評価結果の活用に関する要項」

を定め，役員会で部局及び教員の研究活動等の評価を検証し，インセンティブ付与

や改善勧告等のフィードバックを行う体制を整えた（217 頁，資料 2-(2)-9-1[2,3]

参照）。平成２０年度は法人化後５年目になるので，今回の各学部・研究科の現況

調査票「研究」の評価結果を踏まえて，基礎・基盤的研究についての総合評価を実

施する。また，プロジェクト型研究については，３年の期限をつけて教育研究評議

会の研究推進部会において，評価を実施している（下記資料 2-(2)-9－1[1,2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-9－1[1]:研究推進部会議事録（抜粋） 資料 2-(2)-9－1[2]:研究推進部会議事録 

（抜粋）
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  計画 10-２「118 評価に基づき，インセンティブを付与する方法を確立する」に係る

状況 

    上記計画９-１で述べた，「国立大学法人佐賀大学における評価結果の活用に関

する指針」及び「評価結果の活用に関する要項」を定め（217 頁，資料 2-(2)-9-

1[2,3]参照）,評価に基づくインセンティブ付与や改善勧告等のフィードバックを

行う体制を整えた。また，「国立大学法人佐賀大学教員人事評価試行実施要項」

を制定し（下記資料 2-(2)-10－2[1]），研究活動等の評価に基づいて上位昇給区

分及び勤勉手当の成績優秀者を判定する仕組みを導入し，平成 19 年度に試行を実

施した。この他に，優秀研究者の顕彰制度（優秀科学技術研究賞）や科学研究費

獲得に向けた奨励研究費制度など，インセンティブを付与する方法を整備した

（下記資料 2-(2)-10－2[2,3]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-10－2[1]：国立大学法人佐賀大学教員人事評価実施要項 

（平成２０年５月１６日制定）

（人事評価の目的） 

第２ 人事評価は，実績を上げた大学教員に対し，それに応じてインセンティブを付与するこ

とにより大学教員個々の志気の高揚を図り，もって本学の目標達成に資することを目的とす

る。 

資料 2-(2)-10－2[2]：研究者へのインセンティブ付与について(答申)【出典：評議会資料】 
 

平成１８年１２月２８日 

   学 長  殿 

                        教育研究評議会研究推進部会長 

                        西 河 貞 捷 

研究者へのインセンティブ付与について 
 
本学の中期計画（計画番号０９５）に掲げる「将来性のある研究者・研究チーム重点育成・

支援計画により，育成・支援する。」との項目に基づき，教育研究評議会研究推進部会で研究

者へのインセンティブ付与について検討しました。   

その結果，以下のとおり提案します。 
 
１ 奨励研究費 

科学研究費補助金の応募申請を行いＡ判定を受けたものの不採択になった者で，申請

書に記載の年齢が５０歳以下の者へ，予算額としては１，０００万円を確保の上，研究

費として申請額（初年度分に限る。）の４割以内の額で１００万円を上限として付与す

る。 
 
２ 優秀科学技術研究賞 

教育研究評議会人事部会で教員人事評価システムの構築が検討されているが，本部会

としては，各研究者の年間の研究業績を評価し，最優秀の５０歳以下の教職員１名へ，

研究費として５０万円を授与する。 
 
３ 優秀芸術文化賞，社会文化賞，学術賞 

芸術文化，社会貢献，国際貢献の分野で顕著な業績を挙げた５０歳以下の教職員１名

へ，研究費として５０万円を授与する。 

 

資料 2-(2)-10－2[3]：優秀科学技術研究賞，優秀芸術文化賞 受賞者 

年度 賞 受賞研究者名 

平成 19 年度 
優秀科学技術研究賞 吉田 裕樹 （医学部） 

優秀芸術文化賞 田中 右紀 （文化教育学部） 
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  b）「小項目 2-(2)-10」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である  

   （判断理由） 

研究の評価と質の向上システムに関する基本方針として，基礎・基盤的研究の評

価を原則５年ごとに行うに関しては，計画 10-１で実施体制と実施計画が整ってお

り，プロジェクト型研究の評価は３年ごとに行うについては，教育研究評議会の研

究推進部会で定期的に実施されている。さらに計画 10-２で，インセンティブ付与

や改善勧告等のフィードバックにより，評価結果を質の改善に結びつける仕組みも

整備され，顕彰・奨励制度などが既に実施されていることから，達成状況はおおむ

ね良好と判断する。   

 

  ○小項目 2-(2)-11「【共同研究等に関する基本方針】すべての分野において，学内

外との共同研究を積極的に推進する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画 11-１「119 公募型研究プロジェクトを設定し，期限を限った共同研究等を進め

る」に係る状況 

教育研究評議会研究推進部会において，医文理融合型による全学的に取り組む重

点研究プロジェクトの学内公募を行い，学部横断型の共同研究プロジェクトである

ことを主要な観点とした審査により（219 頁，資料 2-(2)-9－1[1]:議題２参照），

以下に示す研究プロジェクトを選定し，終了時限をつけて研究を推進した（資料

2-(2)-11-1）。その結果，一件のプロジェクトが概算要求として採択されるなどの

成果を上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-11-1：公募型研究プロジェクト一覧【出典：研究推進部会議事録】 
プロジェクト名 学部等 期間(年度) 

①健康長寿社会の構築を目指した医食同源の科学的解明 
農，文教，医，総合分析

センター 
H17 ～  H19 

②アジア社会における地域社会活性化政策に関する国際比

較研究 (H17))， 21 世紀型アジア・コミュニティの創造に

関する理論的・実証的・政策的国際比較研究(H18) 

文教，経 H17 ～  H18 

③廃棄物の無害化・再資源化システムの構築に関する研究 農，理工 
H17 ～ H18 

H19 概算要求採択 

④「災害弱者」のための地域安全総合研究 文教，経，医，理工 H19 ～  H20 

⑤先端医療福祉システムの研究 医，理工 H19 ～ H21 
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  計画 11-２「120 研究室レベル及び教職員等の共同研究成果を推進・拡充し，成果を

公表する」に係る状況 

    学部，研究センターの研究室レベル及び各教員による共同研究の成果が，研究

業績データベースで公表されており，他組織との共著論文数で調査した結果におい

て，研究センターにおける共同研究数は下記資料 2-(2)-11-2 に見られるように顕

著に増大している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画 11-３「121 統合して 5 学部（文化教育，経済，医，理工，農）になったメリッ

トを活かして，学部横断的研究プロジェクトを構築する」に係る状況 

    小項目 2-(2)-１の計画１-２（197 頁）に同じ。前記計画１-１の学際的新研究

分野創出に向けた重点研究体制を整備する取組みにおいて，学部横断的研究プロジ

ェクトが立ち上がり，共同研究体制が構築された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-11-2：各研究センターにおける共同研究成果の推移【出典：研究業績デー

タベース】 

センター名 
他組織との共同研究による原著論文数 

H16 H17 H18 H19 小計 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光応用研究ｾﾝﾀｰ 4 6 1 5 16 

海浜台地生物環境研究ｾﾝﾀｰ 10 9 10 11 40 

総合情報基盤ｾﾝﾀｰ 7 6 4 5 22 

総合分析実験ｾﾝﾀｰ 8 14 6 11 39 

低平地研究ｾﾝﾀｰ 13 7 23 13 56 

地域学歴史文化研究ｾﾝﾀｰ 1 0 2 2 5 

有明海総合研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 13 8 9 14 44 

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 40 38 51 54 183 

前記資料参照 

・196 頁，資料 2-(2)-1-1：重点研究領域のプロジェクト実施組織（学部横断的な学際

的新研究分野） 
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  計画 11-４「122 異分野間（学部間，学科・課程間，専攻間，個人間）の研究交流が

容易にできる環境を醸成し，独創的研究課題を設定する」に係る状況 
    教育研究評議会研究推進部会において，各学部，研究センター等の研究活動調

査や公募により，本学の独創的重点研究課題に学際的研究プロジェクトを設定し

（196 頁，小項目 2-(2)-１の計画１-１参照），これらに戦略的資金配分を行うな

ど，異分野間の研究交流が増進する環境を醸成する施策を行った。その成果として，

以下のように学部等を越えた研究会，シンポジウムなどが開催され研究交流が盛ん

になった（資料 2-(2)-11－4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 2-(2)-11」の達成状況 

   （達成状況の判断）  目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 計画 11-１から計画 11-４の取組により，学内外の共同研究が推進され，学際的

な研究プロジェクトが立ち上がり，一部が概算要求に採用されるなど共同研究成果

が表れていることから，共同研究を積極的に推進するという基本方針において，お

おむね良好な達成状況と判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-(2)-11－4：シンポジウム等の開催一覧 

年度 学部 典拠 
17 年度 九州シンクロトロン光研究センターにお

けるタンパク質結晶構造解析 

（2005.03.16）他 

教育・研究・評価・入学・就職・外部

資金獲得等情報：シンポジウム開催状

況ＨＰ 

18 年度 平成 17 年度佐賀大学有明海総合研究プロ

ジェクト成果公開シンポジウム

（2006.07.17）他 

教育・研究・評価・入学・就職・外部

資金獲得等情報：シンポジウム開催状

況ＨＰ 

19 年度 食環境と健康長寿のフロンティア

（2007.04.14）他 
教育・研究・評価・入学・就職・外部

資金獲得等情報：シンポジウム開催状

況ＨＰ 
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  ②中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況 

  （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

  （判断理由） 

 旧佐賀医科大学と旧佐賀大学の統合により研究者間の交流が盛んになり，学際的

新研究や学部横断的な研究環境が整った。地域に特有な分野における学際的新研究

や将来性のある研究に対して研究経費や研究者，研究補助者等を重点配分すること

により，医文理融合の学部横断的な研究実施体制が整備された。その結果，運営交

付金の特別教育研究経費に，「有明海総合研究プロジェクト」が平成 17 年度から５

年時限で，「廃棄物の無害化・再資源化」プロジェクトが平成１9 年度から３年時

限で採択された。また，研究成果の発信，知的財産の管理・活用体制（佐賀大学産

学官連携推進機構）を構築することにより，知的財産の産業界や地域社会への還元

が実施された。さらに役員会に研究の評価体制を構築し，インセンティブを付与す

る具体的方法を確立した。以上のことより目標の達成状況がおおむね良好であると

判断できる。 

 

  ③優れた点及び改善を要する点等 

  （優れた点） 

   １．旧佐賀医科大学と旧佐賀大学の統合による成果が医文理融合の新規研究プロ

ジェクトの立ち上げとその成果に顕著に見られる。 

   ２．学長のリーダーシップにより教育研究目的に沿って教員を配置しながら，研

究資金も含めて，発展的・独創的な地域に根ざした戦略的支援を行っている。 

   ３． 平成 16 年に知的財産の創出，保護，管理，利活用等に関する組織である知

的財産管理室を設置し，平成 18 年に同室，佐賀大学 TLO 及び科学技術共同開発

センターを統合した佐賀大学産学官連携推進機構を設立した。この組織は佐賀

大学の基本的部門として活動している。 

  （改善を要する点） 

   １．人事評価，部局評価のシステムは平成 19 年度までに構築され，インセンティ

ブ付与を 20 年度に本格的に実施する。 

  （特色ある点） 

   １．シンクロトロン光応用研究，海洋エネルギー研究，低平地研究等の先端研究

は，本学が目指す地域に根ざした重点研究として着実にその成果を上げてきて

いる。学長経費による研究プロジェクトから出発した「有明海総合研究プロジ

ェクト」，「廃棄物の無害化・再資源システムの構築に関する研究」について

は，運営交付金の特別教育研究経費により本格的研究体制が構築された。さら

に，佐賀大学地域学歴史文化研究センターは，地域学（佐賀学）を中心に研究

する組織であり，地方大学として特徴的な活動を活発に行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




